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民 生 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２３年３月１５日（火）午前１０時　　　　開会

　　　　　　　　　　　　　午後　４時１１分　閉会

１．場所

第一委員会室

１．出席委員

委 員 長 森内一蔵  副委員長 嶋野浩一朗 委　　員 本保加津枝

委　　員 弘　　豊  委　　員 山崎雅数  委　　員 森西　正 

１．欠席委員

なし　

１．説明のため出席した者

市　長　森山一正 副市長　小野吉孝

生活環境部長　水田和男 同部次長兼自治振興課長　杉本正彦

同部次長兼課環境対策長　乾　富治　　産業振興課長　鈴木康之

保健福祉部長　佐藤芳雄 同部理事　福永冨美子

同部次長兼地域福祉課長　登阪　弘　　同部参事兼国保年金課長　堤　守

同部参事兼介護保険課長　山田雅也

地域福祉課参事兼地域包括支援センター長　川口敦子

１．出席した議会事務局職員
事務局長　野杁雄三 同局主査　湯原正治

１．審査案件（審査順）

議案第　１号　平成２３年度摂津市一般会計予算所管分

議案第　９号　平成２２年度摂津市一般会計補正予算（第５号）所管分

議案第　６号　平成２３年度摂津市パートタイマー等退職金共済特別会計予算

議案第２０号　摂津市企業立地等促進条例制定の件

議案第１７号　摂津市環境基金条例制定の件

議案第２６号　摂津市立市民ルーム条例の一部を改正する条例制定の件

議案第　３号　平成２３年度摂津市国民健康保険特別会計予算

議案第１１号　平成２２年度摂津市国民健康保険特別会計補正予算（第５号）

議案第１２号　平成２２年度摂津市老人保健医療特別会計補正予算（第２号）

議案第２４号　摂津市特別会計条例の一部を改正する条例制定の件

議案第２７号　摂津市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定の件
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議案第　８号　平成２３年度摂津市後期高齢者医療特別会計予算

議案第　７号　平成２３年度摂津市介護保険特別会計予算
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（午前１０時　開会）

○森内一蔵委員長　皆さん、おはようご

ざいます。

　大震災で、この中には親戚とかご縁者

の方、被災に遭われた方ないですか。と

にかく被害に遭われた方に御見舞申し上

げるとともに、亡くなられた方のご冥福

をお祈りしたいと思います。

　それでは、民生常任委員会を開会しま

す。

　本日の委員会記録署名委員は、本保委

員を指名します。

　議案第６号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　質疑のある方。

　弘委員。

○弘豊委員　おはようございます。

　それでは、パートタイマー等退職金共

済特別会計予算に関わって、少し質問を

行いたいと思います。

　この退職金共済制度に関わっては、昨

年も予算、決算のとき、それぞれ私のほ

うからも意見を申し上げて、また、市内

事業所実態調査の中から、今の摂津市内

の企業、事業所がどういう実態にあって、

それでこのパートタイマー共済、なかな

か加入者の数というのは大きく見たとき

には減っていて、ふえる状況も難しいの

かなというようなことも実態としてはお

聞きをしました。

　また、その中で事業所実態調査の中で、

やっぱりこうしたパート社員の福利厚生

に関心を持っている事業所がある意味少

ないのかなというふうなことで決算の委

員会のときはお聞きしたかというふうに

思うんです。関心がない、あるのを知ら

ないということが大変多かったというよ

うなことで認識していたんですけれども、

実際、この今年、先日、冊子としてまと

まりましたこの実態調査、この中身を見

てみましたら、実際にパートさんを雇っ

ているところ以外、個人事業主の方も含

めて、アンケートをとられて、そういう

結果になっていたというふうなことも見

ましたら、今、むしろそういった関心を

持ってないといわれてた層よりも、こう

した制度をアンケートを通じて知ったと、

今後、もっと詳しく知りたいと言ってい

る事業所、そういうようなところがある

ということのほうにむしろ重点を置いて

取り組まれたらいいのかなというふうに

感想として思ったところです。

　そうした関わりから、今回、予算組み

の中では、共済掛金の歳入の見込みは若

干ふえていると、繰入金や諸収入のほう

は減少、また、歳出のほうでも大枠減少

というふうなことになっておりますけれ

ども、これからの担当課としての取り組

み方といいますか、この間のアプローチ

なんかもされていっているかというよう

に思うんですけれども、その辺の中身を

お聞かせいただきたいと思います。よろ

しくお願いいたします。

○森内一蔵委員長　鈴木課長。

○鈴木産業振興課長　まず、事業所の調

査をしまして、その結果が５４．５％の

方がパートタイマー等退職金共済をご存

じでないという結果が出まして、その結

果につきましては、産業振興課は真摯に

受けとめまして、それ以降、市内事業所

への送付文書にはパートタイマー共済制

度のチラシ等を同封しております。

　その甲斐がありまして、若干加入者の

増がございまして、幾らか加入者もふえ

たわけですけれども、さらに次の案件に

なりますけれども、企業立地等促進条例

の制定がされますと、そういう部分も含

めて市内事業者のほうに訪問いたしまし

て、本市が取り組んでおりますパートタ
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イマー等退職金共済のよさをアピールし

ていきたいと思っております。

　このパートタイマー等退職金共済は、

掛金に対して元本割れがありませんので、

いつやめられても損はすることはない、

非常に優秀な制度と思っておりますので、

まず、周知につきましては、精力的に取

り組んでまいりたいという形で考えてお

ります。

　次に、予算につきましては、まず、前

年度は２４０名の加入者に対して歳入を

組まさせていただきました。今年度につ

きましては、２４５名の５人加入者がふ

えるだろうという想定で歳入を組みまし

たので、共済金の掛金の収入としてはふ

えております。ただ、支払い額が少なく

なっているといいますのは、長くお勤め

になられた方の退職の数が徐々に割合と

しては減ってきまして、新たに加入され

ている加入歴の浅い方の退職者も出てき

ておりますので、一人あたまの給付額の

平均額が下がってくる傾向にありますの

で、そういう面で支給額が減ってきて、

全体的な予算が減少しているという状況

で、このパートタイマー等退職金共済自

体が加入者がさらに少なくなっていって、

歳出が減っていっているわけではなく、

加入者も平成１９年度からは、前議会で

ご報告させていただきましたけれども、

マイナス基調からプラスに転じておりま

す。平成２２年度と平成２３年度末を比

較しますと、プラス・マイナスはゼロに

なりましたけれども、平成２２年度では

２５名の方が退職されまして、新たに２

５名の方が加入しておりますので、そう

いう新規の方も随時入っていただいてい

る状況でございます。

○森内一蔵委員長　弘委員。

○弘豊委員　今、ご報告いただきまして、

中身についてはわかりました。

　代表質問、そして、先日の一般会計の

質疑の中でも、本当に市内事業所の状況

が以前と比べて、大きく数も減っていっ

ているし、また、不況の中で大変な状況

になっているというふうなことも実態調

査、また、直接お話を聞く中で感じてい

るところであります。

　そうした中で、やっぱり働く人たちの

そうした福利厚生の立場で役立っている

この制度を今後とも引き続き、維持発展

していただきたいなというふうなこと、

市内の事業所、また、産業の活性化とあ

わせて、ぜひ、今後とも職員のほうで取

り組んでいただきたいと思います。

○森内一蔵委員長　ほかに質問ある方。

ないですか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森内一蔵委員長　以上で、質疑を終わ

ります。

　続いて、議案第２０号の審査を行いま

す。

　補足説明を求めます。

　水田生活環境部長。

○水田生活環境部長　議案第２０号、摂

津市企業立地等促進条例制定の件につき

まして、補足説明をさせていただきます。

　企業の移転、事業の縮小、廃業などに

よる地域の空洞化を回避し、市税確保、

近隣商業の影響、働き口の確保等の観点

から、市内への誘致及び市内での立地を

促進するため、平成１８年に制定しまし

た摂津市企業誘致条例を全部改正する提

案をさせていただくものでございます。

　それでは、各条文につきまして、ご説

明申し上げます。

　まず、第１条では、企業立地等は産業

の振興や経済の活性化につながり、市の

発展に重要なことを明記しております。

　第２条では、奨励金の交付対象となる

事業者及び対象地域、対象となる土地、
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家屋、償却資産の具体的内容を明記して

おります。

　第３条は、奨励金の交付を受けるに当

たりまして、まず、事業者の指定を受け

る必要があり、申請に基づき、審査の上、

決定することを明記しております。

　第４条では、奨励金の交付は期間を５

年とし、交付開始時期や交付率、１業者

の１年度当たりの上限額を１億円と明記

するとともに、特例的に推進する償却資

産を明記しております。

　第５条、第６条では、交付の事務は事

業開始後の当該固定資産税の納付後に行

い、審査し、決定する事務を明記してお

ります。

　第７条では、奨励金の請求は交付決定

を受けた指定事業者が行い、速やかに奨

励金を支払う事務を明記しております。

　第８条では、指定事業者の届け出義務

は、奨励金の適正な交付事務にかかるた

め、指定した内容に変更が生じたとき、

当該事業所の操業開始、休止、廃止など、

事業者の報告を明記しております。

　第９条では、指定事業者への取消しは、

条件に違反したときなど奨励金の支出に

支障が発生した場合に行うことを明記し

ております。

　第１０条では、奨励金の返還は、命令

により期限を定めて、交付した奨励金を

返還させるとともに、返還が行われない

ときは、期間に応じ延滞金を徴収するこ

とを明記しております。

　第１１条では、指定の承継は譲渡など

により他の事業所に所有が変わった場合

に指定を受けた事業を継続する場合にで

きることを明記しております。

　第１２条では、奨励金の執行は５年間

にわたるため、適時、適正な交付金の執

行に努めるため、調査や報告を求めるこ

とができることを明記しております。

　第１３条では、この条例で定めている

こと以外で、この奨励金に関し、必要な

ことは市長が定めることを明記しており

ます。

　次に、附則の第１項では、この条例は

平成２３年４月１日より施行することを

明記しております。

　第２項では、奨励金は指定期間が１年、

交付期間が５年の合計６年間で一巡する

期間であることから、条例の有効期限は

平成２９年３月３１日限りとすることを

明記しております。

　第３項では、事業者は指定を受けた後

に、条例の失効がありましても、引き続

き、奨励金の交付を受けることができる

ことを明記しております。

　以上、補足説明とさせていただきます。

○森内一蔵委員長　説明が終わりました。

　質疑のある方。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　実際のお金の動きは平

成２４年からということになるんでしょ

うけれども、固定資産税課に聞きました

ら、新築をされるところであっても、税

額としては倍になるわけではないんです

ね。いろいろ形はあるので、たくさんふ

えるところもあるかもしれませんけれど

も、固定資産税の半分が奨励金というこ

とになりますと、これは市の会計で奨励

ということで負担をすることになってい

くわけです。

　同じ産業振興という立場でお金を使う

のであるならば、増改築できるといった

らおかしいですけれども、体力のあると

ころを応援するよりも、しんどいところ

を応援するというような考え方はなかっ

たのかどうか。どういう考え方でこうい

う制度になったのかというのをもう一度

説明をしていただければと思います。

　これも全然遡及をしないということで
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すから、昨年、ダイキンサンライズなん

かも新しくされたとかいうようなところ

は対象外ということにもなりますし、平

成２９年までの間にやってこられたとい

うか、新しく建てかえられたというとこ

ろは、先々５年まで支給をするというこ

とになろうかと思うんですけれども、ど

ういうふうに考えられたのかというのを

お聞かせいただきたいと思います。

　それから、他市の状況、ほかにもある

からという説明も伺っておりますけれど

も、どういうふうに考えられておられる

のか。１５０平米というところでは小さ

いところもという話もしていただいてま

すけれども、他市の誘致条例と比べて、

どういうふうに優れているのかというと

ころをまた、説明いただきたいと思いま

す。

　それからあと、上限額、助成の基準、

こういったのがどういった考え方かとい

う、この３点をお聞きしたいと思います。

○森内一蔵委員長　鈴木課長。

○鈴木産業振興課長　それでは、この条

例の制定させていただきました目的等を

まず、ご説明させていただきます。

　近年、事業所の海外シフト、また、日

本人の人口の今後、減少していく時代を

迎えまして、国内工場などの集約、また、

企業の統合や廃業、また、倒産による企

業数が減少してくる時代になりました。

　そういう中で、本市内の事業所の海外

の移転、特に大企業の移転等は、本市の

税収や市民の雇用の確保の観点から、地

域の活性に非常に影響する状況がありま

す。また、近隣でも同様に企業が出てい

きまして、広大な敷地が残っているとい

う状況もあります。

　こうしたことから、私どもとしまして

は、従来の事業資金とか経営支援とか販

路開拓の支援をしておりますけれども、

新たに新規の設備投資をしていただいて、

コスト削減とかの対応できるような体力

をつけていただく中で、より長期に摂津

市内で事業を経営していただく、また、

運営していただく中で、地域が活性化し

ていくという取り組みを目的として、こ

の条例を上程させていただいております。

　また、この条例につきましては、府下

で既に２２自治体が制定しております。

本市もその中に入っているわけです。た

だ、多くの自治体が工業団地等の企業専

用に誘致するような整備地区を持ってお

ります。ただ、本市の場合は、企業を誘

致する専用の敷地はございませんので、

本市の場合は、大企業も対応する、市内

の零細の中小企業にも対応できる企業立

地等促進条例という形でつくり込みをさ

せていただきまして、対応していきたい

と考えております。

　１億円の限度額につきましては、本市

内の実際に空き地とかいろいろ考慮いた

しまして、当然、そこに建物を建てられ

て、設備投資をされまして、課税される

等いろいろ勘案した中で、一つの目安と

しまして、１億円という形で上限を設け

ております。ですから、例えば、２００

億円の設備投資をされて、２億円の課税

がかかる場合は１億円が限度で満額支給

されるという状況になっております。

　遡及に関してですけれども、この条例

をご可決いただきますと、４月１日から

施行させていただく形になりますので、

それ以前の土地を購入された等の部分に

ついては、適用できないと。あくまでも

４月１日以降、制度スタートという形で

考えております。

○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　遡及のことは１日から

ということでわかりますけれども、平成

２９年３月３１日までは滑り込みができ
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るということになるんですか。

　それと、こういう条例、ほかの２２自

治体もされている。工業団地への整備云々、

整備地区へということだから、全体を網

羅している摂津市のほうが優れていると

いう考え方を持っておられるのかもしれ

ませんけれども、よそから来ていただく、

市で元気に建てかえをやって存続してい

ただくというか、居続けていただくとい

う考え方もわかりますし、お金をどこに

かけるのかというのも、いろいろ選択の

方法はあろうかと思いますけれども、予

算組みが次年度からでしょうけれども、

入ってくる中で、今、営業が続けられる

かどうかわからないというようなところ

を応援するような産業振興というのは、

やっぱり必要なんではないかと。例えば、

なるべく市から出て行っていただかない、

また、入ってきていただくというのはあ

るでしょうけれども、今、市で営業され

ている方が廃業、倒産というようなこと

になっては、結局、元気を失われるので

はないかと。こういうその市で営業を続

けていただくための中小企業対策という

のは、直接、いわば直接支援といったら

おかしい、奨励金として企業に市のお金

が出ていくわけですから、このお金の使

い方として、ほんとに摂津市で営業して

いただいている中小のしんどいところを

応援するという考え方もあろうかと思う

んですけれども、これはこれとして、そ

ういうことも考えておられるのかどうか、

お聞かせいただきたいと思います。

○森内一蔵委員長　鈴木課長。

○鈴木産業振興課長　まず、平成２９年

度の滑り込みでもオーケーかという質問

ですけれども、この条例は６年間の期限

で一応設けております。なぜかといいま

すと、１年間は当初申請のみ、それ以降、

平成２４年度から奨励金の交付が始まり

ます。ワンサイクルを考えますと６年か

かりますので、一応６年という形で制定

させていただいておりますけれども、こ

の条例につきましては、６年後にまた、

見直しをかけて検討していくという考え

方で、期限を切ってそれまでという形で

は今のところは考えておりません。

　ですから、平成２９年度のぎりぎりで

申請されると、もちろんそれは適用にな

ります。当然、奨励金のほうも承認後向

こう５年間はお支払いさせていただくと

いう形になっております。

　ただ、やめてしまうのではなくて、見

直しをしていくという形で一定期限を切っ

ているという状況でございます。

　それと、この企業の支援のために取り

組む制度につきましては、市内事業者に

対して新たな建物を増築するとかいう部

分に対して、また、新築するとかに対し

て、固定資産税の２分の１、また、設備

を投入されますとその費用の課税される

２分の１をお返ししようという形で取り

組む制度で、これにつきましては大企業

から市内の小さな企業まで適用できる制

度と考えております。

　また、小さな事業所のための経営支援

の方策としましては、従前から取り組ん

でおります事業所の融資とか、また、経

営支援とか、また、専門家の派遣という

取り組みの中でバックアップをしていき

たいという形で考えております。

○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　産業振興にお金を使う、

使い方の考え方ですけれども、確かに摂

津市に対して利益をもたらしてくれるで

あろうところに支援をする、これは別に

いけないということではないんですけれ

ども、ほんまに今、しんどいところで倒

産が進むということになれば、これはマ

イナスでしかないと思いますので、それ

－7－



こそ家賃補助ですとか、ほんまに経営の

苦しいところに手を差し伸べていくとい

う方策もぜひ、融資はやっぱり返さない

けませんし、なかなか直接支援という形

にはなりませんけれども、この奨励金と

いう形はいわば払うべき税金の直接半分

を戻すというか、直接支援になるわけで

すから、直接支援のあり方をもう一度もっ

と考えていただきたいと思って要望とし

ておきます。

○森内一蔵委員長　ほかに質疑のある方。

　本保委員。

○本保加津枝委員　条文の中身なんです

けれども、これの第２条の（３）のアと

イとウとありますね、建築面積が１５０

平米以上とか、延床面積を１５０平米以

上拡張することとか、事業所を滅失させ

て新たに建築面積が１５０平方メートル

以上の事業所を設置するとこういった状

況の中なんですけれども、これにつきま

しては、新設の見込みですね、細かくこ

ういうふうに規定されたのは、先ほども

山崎委員の質疑の中で、市内の現状の空

地の状況を鑑みてということでお答えを

いただいたんですけれども、その中にお

いても、こういった条例を施行すること

で、新設の見込みについてはどのように

考えておられるのかお聞かせをいただき

たいと思います。

　続きまして、同じく第２条の（４）の

イ、「その他市長が適当と認める地域に

ついて」ということなんですけれども、

具体的にお聞かせをいただきたいと思い

ます。

　あと、同じく第２条の（５）のイの

（イ）障害者の雇用の促進等に関する云々

とありますね。これにつきましては、設

置する設備の内容についてはどのように

考えており、どこまでを対象にするのか

ということについて、お考えをお聞かせ

いただきたいと思います。

　あと、第７条第２項なんですけれども、

市長は、前項の請求があったときは、速

やかに、当該請求をした指定事業者に対

し奨励金を交付するものとするとありま

すけれど、どれぐらいの期間を見込んで

おられるのかお聞かせをいただきたいと

思います。

　あと、第９条の（３）ですけれども、

偽りその他不正の手段により奨励金の交

付を受け、又は受けようとしたときとい

うふうに、交付をしないということなん

ですけれども、このチェック方法につい

てはどのように考えておられるのか、以

上についてお聞かせをいただきたいと思

います。

○森内一蔵委員長　鈴木課長。

○鈴木産業振興課長　まず、２条におき

まして、２条の（３）にありますけれど

も、各建築面積の要件をア、イ、ウでお

示しさせていただいています。

　まず、近隣の自治体を見ますと、例え

ば、建築の条件が５００平方メートル以

上というのが多くございます。本市の場

合は、先ほども申し上げたように中小零

細への支援ということで、開発協議基準

の３００平米のさらにその半分という形

で１５０平方メートルを設定させていた

だきました。特にイにつきましては、事

業所の延床面積１５０平方メートル以上

という形で条件しております。この延床

といいますのは、１階、２階、３階建て

の建物を建てられますと、１階が５０平

米、２階が５０平米、３階が５０平米以

上の建物を建てられますと１５０平米を

超えるということになります。本市の市

域の中小企業の敷地の余裕が少ない状況

の中で、こういうような延床にしてあげ

ることによって、多くの零細企業への支

援にもつながるという形で、この（３）
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のイにつきましては、特に配慮した数値

を掲示をしております。

　また、２条の（４）のアですけれども、

都市計画法に基づく工業地域、または、

準工業地域を基本としております。これ

はものづくりの事業所として製造業、ま

た、流通関係の事業所をキーと考えてお

りますので、そういう地域を対象として

おります。ただ、昨今の事業所の種別が

非常に複雑になってきまして、例えば、

インターネット事業で多くの収益を上げ

る事業所、また、そういう場合はたくさ

んの車とかトラックの出入りはなく、パ

ソコン上での商取引が発生するというい

ろんな状況の事業がありますので、そう

いう場合は、特に排気ガスという環境も

ありませんので、いろんな事業所が今後、

出てくることを考えまして、それに対応

できるべく、状況によりましては、工業

地域、準工以外の地域でも十分付近住民

に影響を与えることなく、その事業所が

市民の方を雇用できるような事業所につ

きましては、その適用外の地域でも対応

できるようにという形で、イを入れさせ

ていただきました。

　次に（５）のイの（イ）ですけれども、

障害者の雇用促進等に関する法律がござ

いまして、これにつきましては一例を申

し上げますと、障害者の雇用を促進する

ために、特例子会社という形で設置しま

して、ダイキンサンライズさんを一例と

しますと。本社の障害者の雇用を子会社

をつくって、障害者専用の職場環境をつ

くって、たくさんの障害者を雇用すると

いう施策でございます。こういう方につ

きましては、いろいろ仕事の部分におき

ましては、通常の設備よりもさらに配慮

した設備等が必要になってきますので、

こういう特例子会社の設備につきまして

は、すべて償却資産として計上される設

備につきましては、すべて対応させてい

ただきたいと考えております。

　次に、７条の２項ですけれども、まず、

指定申請をまず１年最初にさせていただ

きまして、次に１月１日の納税者の決定、

その企業さんが納税義務者となって、４

月に納付書が届きます。その納付書が届

きまして、当初の納期が５月末になって

いるかと思います。その５月で一括納付

された方はその時点で、分割納付をされ

ている方でしたら１２月ごろですか、年

度末ぐらいに納付された時点で請求して

いただくという形になります。私どもと

しましては、既に決定している事項にな

りますので、お金の支払いにつきまして

は、速やかに対応したいと思います。基

本的には２週間程度でできるだけ支払い

をしていきたいというような思いを持っ

ております。

　それと、９条の（３）です。不正、偽

りその他の奨励金を受けようとしたとき

の対策ということで、まず、申請があり

ましたら、「どういう計画で建築される

んですか」または、「設備を導入される

んですか」という形でまず、聞き取りを

した上で、建物等、また、設備が導入さ

れましたら、現地確認に行きます。まさ

しくその新たなところに設備を投入され

ているかどうかということをチェックし

た上で、支出行為をしていきますので、

そういう最初、買う、買うと言っておい

て、実際に行き、物はあったけれども、

それ以降、ほかのところに持っていって

しまっているとそういうことがないよう

に対応する。もし、企業さんがそういう

ことをした場合については、奨励金が出

ませんよという形で９条の１項、３項を

提示をいただいております。

　新設の見込みですけれども、まず、本

市で平成２１年度に企業の申請で建築確
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認申請、増築も含めまして、申請が１７

件ございました。その施設が立ち上がり

ますと、課税額としまして固定資産だけ

を見ますと、５，２５０万円ほどの税収

が増になります。それの２分の１を補て

んするという制度ですので、２，６２７

万円ぐらいという形になります。

　ですから、私どもも平成２４年度の予

算計上につきましては、その額プラス企

業さんの場合は、設備資金にかなりお金

を投入されますので、おおむねその同額

ぐらいが設備資金の課税になってこよう

かと思いますので、おおむね６，０００

万円ぐらいが奨励金の支出予算ではなか

ろうかという形では考えております。

○森内一蔵委員長　本保委員。

○本保加津枝委員　この新設をされると

き、あるいはその事業所を改築されると

きということについて、市内の事業者を

使ってその工事等々について携わってい

ただくというようなことについての対応

ですね、そういったものは促進条例のも

と、新しく摂津市のほうに企業として設

置されるという観点から、その辺につい

ては、どのように対応するように考えて

おられるのかということと、市内業者の

活用、それと雇用の創出については、ど

れぐらいの見込みを考えておられるのか

お聞かせをいただきたいと思います。

　あと、各点についてお答えをいただき

ます（４）のイについては、そういった

先の状況も見据えてということですので、

大変結構なことだと思います。

　また、第７条第２項につきましても、

きちんと納付後、確認してということで

すので、こういった点についても手違い

等とまた、事務処理のミス等がないよう

に、くれぐれも注意を払って対応をして

いただきたいと思います。

　９条の（３）につきましても、聞き取

りをしていただいて、建築確認後という

ことですので、他課との連携というのが

やっぱり非常に重要になってくると思い

ますので、その辺も庁内でしっかりと連

携をとっていただいて、こういったこと

でせっかくの条例がきちんと活用されな

いというようなことがないように、ほん

と重々注視をしながらやっていただきた

いなというふうに思います。

　この市内業者を使ってやっていただく

ことについて、企業の方にどのような対

応をしていかれるのか、また、雇用の創

出についての要望等をどのように上げて

いかれるのかということを考えておられ

るのでしたらお答えをいただきたいと思

います。

○森内一蔵委員長　鈴木課長。

○鈴木産業振興課長　それでは、まず、

市内事業所を使ってということですけれ

ども、企業さんの建築、また、増築、ま

た、設備の設置につきましては、今、先

端技術等すごい進んでおりまして、なか

なかその事業所の指定というよりも、企

業が得意なところを伸ばしていくという

流れになりつつありますので、当然、そ

の事業に精通した事業所を選んで建物を

建てたり、ラインをつくったりされます

ので、その部分につきましては、事業者

さんの選択の中でされていく部分かと思

いますので、今のところ、まだ、ちょっ

と市内事業者を使っていただいてという

かぶせでしていく段階ではまだ、至って

ないという現状でございます。

　また、雇用創出につきましては、数値

をはかるのが非常に難しい状況です。

　ただ、事業所が新たに来ていただいた、

または、その事業所に雇用人数が正職員

がこちらのほうに統合されていきますと、

当然、周辺地域の買い物の量、買い物額、

通勤者の増、いろいろ影響がでてきます。
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また、もちろん昼間のお弁当の購入とか、

そういう関連の仕事もふえてくると思わ

れますので、数字的には担当課で把握し

ていないというのが現状でございます。

　また、他課との連携につきましては、

今後、さらに進めていきながら、今まで

産業振興と建築のセクションとか、いろ

いろ含めて縦断的に動きながら、企業さ

んの申請が速やかに手続できるように配

慮しながら進んでまいりたいと思ってお

ります。

○森内一蔵委員長　本保委員。

○本保加津枝委員　やはり、この中には

そういった文言というのが入っておりま

せんので、市内のその事業所工事等々に、

その他あとのケアなんかにも使っていた

だきたいというような状況の中ではない

と思うんですけれども、できるだけ事業

所の方に対して、そういった要望も本市

として、本来ならば、それを入れてしま

うと、また、誘致が難しくなるかもわか

らないという点を勘案されたんだと思う

んですけれども、交渉の際にできました

らということで、やはり、市内の事業者

を活用していただくことが経済活性化に

つながっていく一点であるかと思います

し、また、雇用の創出についてもできる

だけご協力をということでお願いをして

いくことが、さらにこの条例の価値を本

市にとっての価値を上げていくことにつ

ながっていくのではないかというふうに

思いますので、この点についてでも、要

望として企業の方に接していただくよう

にお願いをしたいと思います。

　課長のおっしゃるように、人口流通の

増加ということを見越しておられる状況

ですので、それに伴っての経済活性化等

もあると思うんですけれども、なかなか

安定するまで、それが目に見えてという

ことになるのは難しいと思いますので、

しっかりとその点については、調査もし

ながら取り組んでいただいて、この企業

の立地促進条例を制定したという意義を

しっかりその価値を高めていただくよう

に取り組んでいただきたいと思いますの

で、よろしくお願いいたします。

○森内一蔵委員長　ほかに。

　弘委員。

○弘豊委員　それでは、私のほうからも

２点お伺いしたいと思っております。

　今回、この条例の制定に関わっては、

中小零細企業にも一定対象枠が広げられ

るようなそういう措置、また、環境や子

育て、障害者雇用、そういうようなこと

を念頭に置いて作成されたということで、

大変そういった点については私どもとし

ても評価しているところであります。

　そうした中で、もう少しこの条例の具

体的な今後の今、わかるかどうかという

ことで、参考に今、市内に進出されてく

る企業さんのそういう例に当てはめると

どうかというようなことをお聞きしたい

と思ってます。

　一つは、福祉会館の跡に入られる三星

ダイヤモンド工業ですね。ここは土地の

購入はもう既にされているというような

ことで、これは対象にならないかという

ふうに思うんですけれども、これから建

てられるその上物ですね、建築物に対し

てがどういうふうな見通しになっていく

のかです。

　もう１点につきましては、ニュースで

も２月２３日新聞報道でもされましたダ

イキン工業さんのほうで、新しい研究開

発拠点ということで、テクノロジーイノ

ベーションセンターというのがつくられ

るそうであります。報道によりましたら、

投資規模は約３００億円というようなこ

ともふれられているわけですけれども、

その点に関わって、この条例との兼ね合
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い、影響がどうかということについてお

聞かせ願えないでしょうか。

○森内一蔵委員長　鈴木課長。

○鈴木産業振興課長　まず、条例を制定

させていただいた折には、４月１日から

施行させていただくという形で先ほど答

弁申し上げました。

　ですから、例えば、香露園に三星ダイ

ヤモンド工業が既に土地を買われておら

れるという状況がありまして、この制度

をスタートしますと、当然、建物はまだ、

建築されておられませんので、この条例

の制度から見ますと、建物に対しては対

象になると。土地につきましては、既に

もう買われていますので、４月１日以前

の購入ですので対象にはならないという、

ちょうど制定のはざまに係るような対象

物件になろうかと思います。

　次に、ダイキン工業の件なんですけれ

ども、これにつきましては、産業振興課

としては、ダイキン工業が集約されまし

て、滋賀の工場、堺の工場の研究施設を

こちらに持ってきていただけると、これ

は非常にありがたいと思っております。

　ただ、それとは別に、この条例につき

ましては、４月１日から施行させていた

だく形になりますので、ダイキン工業さ

んが新たに４月１日以降計画されて、建

物を建てられてという形になりますので、

まず、建物、また、そこに投入される設

備につきまして、奨励金の対象とさせて

いただきます。

　新聞等の報道によりますと、おおむね

６万平方メートル弱という広大な建物で

ございますので、当然、奨励金につきま

しては、限度額を超えての支給になるの

ではなかろうかと、といいますと、限度

額１億円を天としておりますので、例え

ば、課税額が固定資産としまして２億円

になりますと、上限が１億円となり、支

給額が１億円という形になろうかと思い

ます。それぐらいの大きな建物で、今の

ところ、ダイキン工業さんから申請があ

れば、そういう形で予算を講じていきた

いという感じで考えております。

○森内一蔵委員長　弘委員。

○弘豊委員　市内企業の発展、活性化と

いった面では、こうした大きな会社が摂

津市のほうに進出される、また、規模を

拡大されるというようなことでは、大変

地域に及ぼしてくる影響、また、市に入っ

てくる税収の面でも大変ありがたいこと

だとは思うわけです。

　その一方で奨励金という形で言いまし

たら、その大きな企業さんで、ダイキン

工業なんかで言いましたら、この間も不

況の時期も乗り切って、空調機の販売で

言いましたら、世界シェア第１位ですか、

その中で利益剰余金というような形での

内部留保、ため込みも大きくふやしてい

るというようなことも報告されています。

　単年度上限が１億円という奨励金です

けれども、最大５年間で５億円というよ

うなことが市のほうから出されるわけで

すけれども、そうした際に、やはり、市

内の経済に対するある意味、その大きな

会社が社会的ないろいろな役割も果たし

ていってもらいたいなというふうなこと

を思っております。もちろん、いろいろ

社会貢献事業というようなことも、会社

としても取り組まれてますし、障害者の

方の雇用であったりとか、また、夏にあ

る盆踊りなんかも随分地域の方には喜ば

れているというようなことがありますけ

れども、私が気にかかっているのは、こ

の間の働く労働者の雇用に関わる問題で、

雇いどめ、社員の使い捨てですね、そう

したことが大きな社会問題になっていて、

そうしたものについては、国会のほうで

も我が党共産党のほうの山下議員が質問
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をしたところ、首相の答弁の中にも、一

般的にいえば、大変不合理なそういう働

かせ方がされているのかなというような

ことを、そういうようなことが指摘もさ

れています。

　そうした点におきましては、ぜひ、改

善もさせていくというようなことが、市

としても、働きかけをしていくことが大

事ではないかなと考えています。

　それと、もう１点です。新しい研究開

発施設ができて、それによる経済効果と

いうのは大きいというふうに思っており

ますが、一方で今ある生産ラインという

のは、一部、やはり外に出ていくという

ようなことも考えられます。そうしたと

きに、摂津の市内業者の中には、やはり、

その下請で部品をつくっている鉄鋼とか

さまざま電気工事の関係の会社とかもた

くさんあるというふうに認識しているわ

けなんですけれども、そこに対する影響

というのも大きいのではないかと思って

います。

　そうしたときに、大きな企業に対する

そういう一定、その奨励措置も行って、

引きとめということは大事であろうかと

思いますけれども、先ほども山崎委員や

本保委員からも言われました今の市内企

業に対するやっぱりもっともっと力を入

れた支援というのも要るのではないかと

考えております。

　それで、加えて言いましたら、やはり、

奨励金を出していくそうした際に当たっ

て、ぜひ、やっぱり、地域のそうした産

業全体に対する影響なんかも指摘をして

いくようなそういう働きかけということ

ができないのかどうか、この点について

お聞きしたいと思います。

○森内一蔵委員長　鈴木課長。

○鈴木産業振興課長　まず、今回、ダイ

キン工業という大きな事業所が本市に研

究所を置くという情報がありまして、当

然、企業さんが市内に新たな研究施設、

または工場を建設していただきますと、

当然、関連しまして法人市民税も増額に

なったり、また、従業員の方が、例えば

研究員の方がこちらの地域でお住まいに

なることも考えられます。そうしますと、

市民税も増収と、いろいろな状況が勘案

されますので、本市にとっては、この企

業立地等促進条例を制定しまして、固定

資産の２分の１の支援を行い、市内事業

者が発展した後に少しでも税収の確保を

していく形で考えております。

　また、労働者の雇用につきましては、

例えば、また、ダイキン工業を例にとり

ますと、研究施設は淀川の正面玄関から

入りますと、今のその入った真っすぐの

ところに大きな建物を建てられます。た

だ、淀川のほうから見ますと、北側にな

りますけれども、そちらのほうは工場は

残るという形の状況を聞いておりますの

で、研究施設だけが入ってきて、ライン

がなくなるということは今のところ、聞

いておりませんので、従業員の方が減っ

ていくという形ではないと認識しており

ます。

　また、今後の支援の仕方につきまして

は、この制度を実施させていただく中で、

地域の雇用も含めまして、また、見直し

が出てきた時点におきましては、この条

例は６年後に改正させていただく形にな

ろうかと思います。そういう中で、より

よい制度となるように、また、仕掛けを

考えていきたいと考えております。

○森内一蔵委員長　弘委員。

○弘豊委員　わかりました。

　先ほどの答弁の中で、ダイキン工業さ

んの今後の計画の点では、２月に出され

た計画ですから、具体的な中身のところ

については、まだまだわからないことが
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多いというふうに思っております。堺や

滋賀の工場との分担みたいなことも聞い

ておりますから、生産ラインが丸々移る

ということはもちろんないというふうに

思っているわけですけれども、影響がな

いというふうにも言えない状況かなと認

識しております。そういった点では、ぜ

ひ、また、中身の点についてもしっかり

とつかんでいただいて、市内の雇用やま

た、市内の下請けに対する適正な働きか

けといいますか、そういう配慮といいま

すか、その点、していただくように努め

ていただきたいなと思っております。

　この点につきましては、要望として終

わらせていただきたいと思います。

○森内一蔵委員長　ほかに。

　嶋野委員。

○嶋野浩一朗委員　この議案第２０号と

して上程がされております条例の趣旨に

つきましては、私も賛同しているところ

であるんですが、１点気になるところが

ございますので、お聞かせをいただきた

いと思います。

　対象事業者の指定でありますとか、あ

るいはその地位の承継の話であるんです

けれども、すべて市長が承認をするとい

うことで、事が運んでいくわけなんです

けれども、税金を軽減していくという話

でありますので、私はより慎重にその決

定はなされていくべきではないのかなと

思っております。

　もちろんすべての案件というわけでは

ないんですけれども、私は基本的には諮

問機関を設けるべきではないのかなと。

そこで、ちょっとこれ、どうなのかなと

いう疑問が生じたときには、そこに投げ

かけるということがあってもいいのかな

と思うんですが、それが今回、用意され

ておりません。どういった経緯でそうなっ

たのか、１点お聞かせいただきたいと思

います。

○森内一蔵委員長　鈴木課長。

○鈴木産業振興課長　今回、提案させて

いただく形の条例につきましては、諮問

機関等を設けておりません。

　これにつきましては、まず、企業の申

請をいただいて指定をしていくと。その

中身につきましては、どういう設備を入

れられる、または、どういう建物を建て

られるという形ありきの部分でありまし

て、こういうところにつきましては、事

務的に建築確認等の担当課と連携を密に

とりながら、また、開発審査会等もかかっ

ていきますので、それに補足していきた

いと考えております。

　決定の手続、先ほども申しました支払

いの手続等スムーズにさせていただきた

いというところの観点から、案件が出て

きた折には、市長の決裁をいただいてご

判断をいただくという形の取り組みによっ

て、スピーディーに対応したいという形

で考えております。

○森内一蔵委員長　嶋野委員。

○嶋野浩一朗委員　よくわかります。

　ただ、どういったことが起こるのかわ

からないこともあるわけで、特に地位の

承継という形になってきますと、形の上

では何も不備はなかったとしても、社会

的に許すことができない、仮にそういっ

たところが絡んだ企業がその地位を承継

したと。形の上ではさっと通っていくか

もしれませんが、果たしてそれを軽減し

ていくということが行政として取るべき

道なのかなということを考えるとそうで

はないと思うんです。

　そのときにやはり、諮問機関を設けて

おいて、そこに投げてどうなのかという

ことはやはり、もっと透明性のあるとこ

ろで議論していただくということがあっ

てしかるべきなのかなと思うんですが、
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私はそこが気になるんです。その形あり

きというところは、やはり、行政として

もう一歩踏み込んだところをとらなけれ

ばいけないと思うんですが、その点はど

うなんでしょうか。

○森内一蔵委員長　鈴木課長。

○鈴木産業振興課長　まず、この条例第

１１条に地位の承継というところがござ

います。１１条で掲示させていただいた

考え方といいますのは、やみくもにとい

うか、承継は承継という形で広く拡大し

ていくのではなくて、先ほどの目的にも

ありましたけれども、企業の統合、また、

企業の合併等がありまして、企業の名称

が変わる事態がたくさん発生します。例

えば、ある企業とある企業がひっついて

会社名が変わる、そういうところでそれ

をクリアしていくのを主として考えてお

りますので、例えば、事業者が売買によ

り、変わって、全然違う戦略でされてい

るのを承継と見るかどうかにつきまして

は、今のところ、考えてはなく、あくま

でも、名称が変わってもその会社を引き

継いで、従業員も工場で働く人もそうい

うような体制のまま運営していただくよ

うな考え方でされていく事業所について

は承継していきたいという考えで掲示を

させていただいている文章でございます。

○森内一蔵委員長　嶋野委員。

○嶋野浩一朗委員　第１１条に特化して

見ていくと、譲渡という言葉がございま

すよね。譲渡ということは事業主が変わ

るわけです。事業主が変わった、でも社

員は変わってない。ただ、その事業主が

先ほど申したような者が仮に絡んでいる

ようなところであるなら、私はその税金

を軽減といったことはするべきではない

と思うんです。

　そこら辺のことは、当然、市長が承認

をしませんということになると思うんで

すが、それにしても私はやはり、諮問機

関を本来持って、そこへ投げて、答申を

もらうという一つのそういった、どうい

うんでしょう、裏書みたいなものがある

べきと思うんです。そこが用意されてい

ないので、それが諮問機関に投げるよう

な案件がなければいいんですよ。危険に

及ばなければいいんですけれども、そう

いうことが起こりかねないなということ

もちょっと考えたもので、こういう質問

をさせていただきましたが、ぜひ、いろ

んなシミュレーションをしていただいて、

実際にこれが可決された際には運用して

いただきますようにお願いをしたいと思

います。

○森内一蔵委員長　ほかにないですか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森内一蔵委員長　以上で、質疑を終わ

ります。

　暫時休憩します。

（午前１１時　　　休憩）

（午前１１時１分　再開）

○森内一蔵委員長　再開します。

　議案第１７号の審査を行います。

　補足説明を求めます。

　水田生活環境部長。

○水田生活環境部長　議案第１７号、摂

津市環境基金条例制定の件につきまして、

補足説明をさせていただきます。

　環境施策を継続的に進めるためには、

体制の確保だけではなく、財源の確保が

非常に重要となってまいります。このた

め、環境基金の設置を提案させていただ

くものでございます。

　それでは、各条文につきまして、ご説

明申し上げます。

　まず、第１条では、環境基金は環境施

策の推進に資するために設置することを

明記しております。

　第２条では、基金への積立額は予算で
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定めることを明記しておりますが、具体

的には廃棄物の分別により、びん、缶、

ペットボトル、古紙などを売却して得た

収入や、環境支援自動販売機の手数料収

入、寄附金などを基金に積み立てること

を予定しております。

　第３条では、基金に属する現金は、銀

行預金など最も確実で有利な方法により

保管しなければならないことを明記して

おります。

　第４条では、基金の運用から生ずる預

金利息などの収益につきましては、予算

に計上して、基金に積み立てることを明

記しております。

　第５条では、基金に属する現金は、繰

戻しの方法や期間、利率を定めて、歳計

現金として運用することができることを

明記しております。

　第６条では、この基金は廃棄物の減量

及び再資源化に関する事業や地球温暖化

の防止に関する事業、生活環境の保全に

関する事業、その他環境事業の財源に企

てることができることを明記しておりま

す。

　第７条では、この条例で定めているこ

と以外で、この基金に関して必要なこと

は市長が定めることを明記しております。

次に、附則の第１項でございますが、こ

の条例は公布の日から施行することを明

記しておりますが、具体的には今年度中

の施行を予定しております。

　第２項では、この基金の設置にあわせ、

摂津市再生資源対策基金条例を廃止する

ことを明記しております。

　第３項では、摂津市再生資源対策基金

の財産は、施行日にすべてこの基金に繰

り入れられることを明記しております。

なお、摂津市再生資源対策基金の現在の

残高は、１億５，６７１万１，７９２円

でございます。

　以上、簡単でございますが、補足説明

とさせていただきます。

○森内一蔵委員長　暫時休憩します。　

（午前１１時４分　休憩）

（午前１１時５分　再開）

○森内一蔵委員長　再開します。

　説明が終わり、質疑に入ります。

　質疑のある方。

（発言する者あり）

○森内一蔵委員長　暫時休憩します。

（午前１１時　６分　休憩）

（午前１１時２１分　再開）

○森内一蔵委員長　再開します。

　質疑のある方。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　それでは、環境基金条

例についての質問をさせていただきます。

　第６条でこの基金の使い方、基金です

から処分という文言を使われております

けれども、この事業をもう少しどんなふ

うに使われるのかというのを、どういっ

た割合とか中身を聞かせていただきたい

と思います。

　それと、基金の維持というか、運営と

いうかをどういうふうに考えておられる

のか、この２点を聞かせていただければ

と思います。

○森内一蔵委員長　乾次長。

○乾生活環境部次長　まず、この第６条

の基金の処分といいますか、基金を使う

ときの事業のことですが、基本的にはこ

こに書いてありますように廃棄物の減量

及び再資源化に関する事業、それから地

球温暖化防止に関わるような事業、それ

から生活環境の保全に関する事業という

ことで、これは一般に公害対策等も含め

た生活環境の保全に関する事業でござい

ます。

　それから、それ以外、環境の改善に資

するようなものであれば、そういったも
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のにもこの基金は使いますよというよう

な趣旨で規定をさせていただいていると

ころでございます。

　この基金を各事業につきまして、どう

いう割合で使うかとかいいましたことに

つきましては、現在、まだ、具体的な指

針は出しておりません。これにつきまし

ては、今後、財政方とも十分協議しなが

ら、基金が底をつかないように、あるい

はまた、有効な環境対策を打ち続けられ

るように、十分基金の残高を見ながら、

配慮しながら使っていくということにな

ると考えております。

　それから、この基金の運営につきまし

ては、本会議の折にも市長、部長のほう

から答弁をさせていただいているところ

でございますけれども、基本的には環境

自販機の売上金の収入、それからこの環

境基金自体の運用利子の収入、それから

寄附金、それからびん、缶、ペットボト

ルなどの資源化された物の売却収入益、

そういったものを定期的に積み立てる一

方で、今、申し上げました環境対策の事

業の財源として使っていくということに

なるわけでございますが、普通の基金は、

例えば、一定の額まで積み上げて、それ

の利息をもって、その事業の財源に充て

ていくとか、あるいは、ある一定の額ま

で貯まれば、そのすべての額を基金の財

源を使って、積み上がった額を使って一

気に事業を実施するとか、いろんな使い

方があるわけですが、この環境基金につ

きましては、一方でどんどん貯めつつ、

一方でどんどん必要な費用については基

金を取り崩して使うというような柔軟な

運用を考えているところでございます。

○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　基金を設けて、貯めて、

使ってということなんですけれども、こ

れ、事業展開によってたくさん使うとき

もあれば、あるときはあるけども、ない

ときはないとかいうような話ではちょっ

とおかしいと思うんです。

　そういう意味では、指針もまだ、持た

れてないということですけど、早急に運

用計画がやっぱり必要だと思うんですけ

れども、これについてどうですか。

○森内一蔵委員長　乾次長。

○乾生活環境部次長　要は、あるときは

使い、なくなったら使わないということ

にならないように、そもそもこの環境基

金を設置するわけです。

　といいますのは、その財源がない年に

は環境施策は縮小させて、財源がある年

には環境施策は充実するというようなそ

ういう波をつくってはいけないと。基本

的に継続してずっと続けないと、環境、

特に地球温暖化対策などでしたら、効果

が薄れてしまう可能性があるということ

でこの基金を設けるわけでございますが、

その運用計画につきましては、私どもも

計画といいますか、ルールですね、そう

いったものにつきましては、私どももあ

ればいいかなというふうなことも考えて

おるんですけれど、今日の市の財政を取

り巻く環境というのは非常に厳しいもの

がございますので、財政のほうもなかな

か一定のルールに従って、この環境基金

を積極的に使うということにつきまして

は、ちょっと話をさせてもらっている分

では少し消極的な面も見られるというの

が事実でございまして、私どもとしまし

ては、できるだけ積極的な運用といいま

すか、使い方を考えたいというふうにも

思ったりもするわけですが、今後、早急

に財政方とこの基金の使い方、そういっ

たことについて、詰めてまいりたいと考

えております。

○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　確かに、状況によって
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は災害対策費みたいなそれこそお金が要

るときに要ると、環境対策、手を打たな

ければいけないというときは、それは当

然あると思うんですけれども、一応使い

方の指針はぜひ持っていただきたいと思

いますので、よろしくお願いいたします。

○森内一蔵委員長　ほかに質問ある方。

　ないですか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森内一蔵委員長　以上で、質疑を終わ

ります。

　暫時休憩します。

（午前１１時２８分　休憩）

（午前１１時２９分　再開）

○森内一蔵委員長　再開します。

　議案第２６号の審査を行います。

　補足説明を求めます。

　水田生活環境部長。

○水田生活環境部長　議案第２６号、摂

津市立市民ルーム条例の一部を改正する

条例制定の件につきまして、補足説明を

させていただきます。

　なお、議案参考資料１３ページに新旧

対照表を掲載いたしておりますので、ご

参照ください。

　別表第１中、正雀市民ルームに係る分

を改正いたします。使用料の算出方法に

つきましては、コミュニティプラザや平

成２３年１月より開設しております文化

ホール会議室の積算方法と同様、施設維

持に係るランニングコストの３０％、本

市の公共施設の平均及び近隣各市の平均

から算出いたしました使用料となってお

ります。ただし、調理室及び和室につき

ましては、利用形態上、電気、水道等の

使用が多いことから、調理室、和室に係

る光熱費等のランニングコストを加味し

た算出方法による使用料としております。

　本条例の施行日につきましては、平成

２３年４月１日からとするものであり、

既に改正前の使用料による金額を徴収し

た上で使用を許可しているものにつきま

しては、差額使用料の返金を行うもので

あります。

　以上、摂津市立市民ルーム条例の一部

を改正する条例制定の件の補足説明とさ

せていただきます。

○森内一蔵委員長　説明は終わりました。

　質疑に入ります。

　質疑のある方。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　今、説明でほかの新し

いところも積算方法ということで指針が

あって決めていったというような説明で

したけれども、今回、正雀市民ルームに

ついては、これを下げないといけなくなっ

たと。これまで高かったのかと。これは

指針があったようで結局なかったんでは

ないかと思うんです。要するにこれまで

きちんと使用料などを決めるときに、市

がどういう物差しをもって決めてきたか

ということが問われると思うんです。こ

れからも駐車場などの使用料を決めると

いう話もありますから、コストやらなん

やらの計算もあるでしょうけど、市民に

使用料をお願いするときに、きちんとし

たその考え方、指針というのを示して、

こうなりますということが言えるような

ものを持つべきではないかと思うんです

けれども、そういう意味でこれまでこう

いうことになっていたのは何でかという

ところを一つお聞きしたいと思います。

○森内一蔵委員長　杉本次長。

○杉本生活環境部次長　これまでという

ことでございますが、市民ルームの開設

が平成６年で、そのときの委員会審議等

も見ております。その中では、他市の当

時駅前に新たにつくった施設等の利用金

額等を勘案して算出をしてきたというこ

とで答弁を当時もされておりますし、そ
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れをご承認いただいたということできて

おりますが、平成１３年でしたか、市の

財政状況が悪くというか、行革の中で全

施設の使用料を３割程度上昇させたこと

がございました。その中で、割と直近に

決めた使用料であったものも、一律で上

げたということも影響いたしまして、若

干高くなっておったということかと思い

ます。高い、安いを申しますと我々適正

なところに持っていきたいということで、

今回、お願いをしておりますので、今ま

で高かったと言われれば、そうかもしれ

ませんが、やはり、ここ一、二年の特に

正雀市民ルームについては、３年前まで

の利用率が、いきなり５％程度の落ち込

みが出てきたということがございます。

これを分析した結果、今回の料金の改定

に踏み切ったということでございますの

で、今までの経緯が全く違ったというこ

とではないというふうには考えておりま

すが、やはり、市民が利用しやすいよう

に、利用率を上げることによって、歳入

も一定減らさないということも考えなが

ら、今回の料金を決定させていただいた

ということでございます。

○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　お伺いしまして、平成

６年に決めた当時のその状況とかいろい

ろそれは当然あると思います。

　でも、他市の参考とか、それが絶対的

な物差しではないと思うんです。そうい

う意味でも、しっかりと常に制度の見直

しとかいうのは、やっぱり、このごみの

処理もずっと置いてあったというような

ことも見れば、平成６年から今度変わる

のが平成２３年ですよね。この間ずっと

見直しもされなかったという意味では、

ちょっと臨機応変といったらおかしいで

すけれども、その時々の社会情勢に合わ

せて、こういった使用料などとか市民に

お願いする行政の中身をところどころや

はり、チェックをして変えていくという

ことがこれからも必要になろうかと思い

ますので、要望としておきます。

○森内一蔵委員長　ほかに質問のある方。

　本保委員。

○本保加津枝委員　ただいまのご答弁の

中にもランニングコストの３０％を目安

に利用率が減った現状を鑑みてこういう

ふうにしたというふうなご答弁がありま

したけれども、３年前から５％利用率が

減ったこととあわせて、今回、こういっ

た料金改定をされたこと、市民にとって

は減額されて使いやすくなるということ

で、利用者がふえる可能性のほうが高い

と思うんですけれども、この使用料と今

回の改正について、稼働率の現状は今、

お聞かせいただいたんですが、今後の見

込みですね、それと予想される歳入への

減額、昨年比で大体どのように考えられ

ておられるのか、推定でも結構ですので

お聞かせいただきたいと思います。

○森内一蔵委員長　杉本次長。

○杉本生活環境部次長　減額の件でござ

いますけれども、今の２年前までの金額、

稼働率が４０％弱ぐらい、今、３０％台

半ばぐらいまで落ちておりますけれども、

実は、コミュニティプラザとかその辺の

利用率を見てますと、料金値下げでその

程度まで上昇するのではないかなと思っ

ております。

　ただ、歳入につきましては、一般会計

の今年の予算の要求額は昨年と同様にし

ております。といいますのは、実は、私

どもも下げたことによって、どの程度の

市民の方がご利用いただけるかというの

はちょっと数字は持っておりません。た

だ、我々なかなかこういうのを役所の内

部で下げるという議論をするときに、歳

入が減るというのは抵抗感のあるものか
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と思います。我々としては、そういう稼

働率を上げることによって、できるだけ

減額のない、前年の歳入予算と同じよう

な形で持っていけるようにしたいという

ある意味、意思表明みたいなところがあ

るんですけれども、そういう形の予算要

求はさせていただいたということで、ま

ことに申しわけないんですが、具体的な

数字は持っておりませんので、ご了承い

ただけたらと思っております。

○森内一蔵委員長　本保委員。

○本保加津枝委員　昨年同様の予算要求

ということで、気持ちはやっぱり上がっ

ていくだろうということで、こういう方

向性を示されたと思うんですけれども、

ある程度、やはり、そういった状況にお

いても冷静に数字をしっかりとつかんで、

その上でやっぱり周知も手抜かりなく行っ

ていくことが大事かなというふうに思い

ます。

　こちらのほうでこのように決まりまし

ても、具体的に印象としてはあそこは高

いからというふうな印象で、その後も使

おうということが、１回使わなくなると

次、なかなか使おうという気持ちにはな

らないことが現実だと思いますので、そ

の辺についての周知なんかを今後、どう

いうふうにされていかれるのか、価格帯

の周知についてお聞かせをいただきたい

と思います。

○森内一蔵委員長　杉本次長。

○杉本生活環境部次長　周知でございま

すけれども、こういうお話をさせていた

だく前に、利用者の方とも何人かお話を

させていただいたら、非常に喜んでいた

だいていたのが事実でございます。

　ただ、これをいかに広げるかというこ

とですけれども、特に市民ルームの場合

は、使われている団体というのが一定、

教育委員会の関係でありますとか、地元

の団体だとか、割と対象がわかっており

ますので、そういったところにはご案内

をさせていただきたいと考えております

し、もちろん通常のホームページ、広報

等での広報についてもさせていただきま

すけれども、４月になりましたら、もう

すぐ窓口にも掲示をいたしまして、今ま

でのご利用されている方、また、他のコ

ミュニティプラザ等をご利用されるとこ

ろに対してもぜひご案内をさせていただ

いて、稼働率を上げる努力をしてまいり

たいと考えております。

○森内一蔵委員長　本保委員。

○本保加津枝委員　地元ですとか、また、

その聞き取りをされた関係者の皆さんな

んかは非常に喜んでそういう口コミで情

報が広がることに期待したいんですけれ

ども、地域外の利用者ですね、例えば、

社会経済がこんな形で落ち込みを示して

いるところでもありますけれども、以前

使って、そこで催しものをすることにつ

いて使わなくなった団体とか、そういっ

た事業者に対して、できるだけ市民ルー

ムからも行政からも過去のそういった利

用された方について、呼びかけもしっか

りとしていただいて、周知もしていただ

いて、ぜひ活用していただいて、予算要

求の見込みどおり、また、それ以上の実

績をしっかりと稼働率を上げていけるよ

うな方向で取り組んでいただきたいと思

いますので、要望としておきます。

○森内一蔵委員長　ほかに質問ないです

か。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森内一蔵委員長　ないようですので、

以上で、質疑を終わります。

　暫時休憩します。

（午前１１時４０分　休憩）

（午前１１時４２分　再開）

○森内一蔵委員長　再開します。
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　議案第３号、議案第１１号、議案第１

２号、議案第２４号及び議案第２７号の

審査を行います。

　本５件のうち、議案第１１号、議案第

１２号、議案第２４号及び議案第２７号

については、補足説明を省略し、議案第

３号について、補足説明を求めます。

　佐藤保健福祉部長。

○佐藤保健福祉部長　議案第３号、平成

２３年度摂津市国民健康保険特別会計予

算につきまして、補足説明をさせていた

だきます。

　まず、歳入でございますが、１０ペー

ジ、款１、国民健康保険料、項１、国民

健康保険料、目１、一般被保険者国民健

康保険料は、賦課限度額の改正による増

は見込まれるものの、国保世帯所得の減

少や収納率の見直しなどにより、前年度

に比べ９．６％の減となっております。

収納率は、現年度分が９０％、滞納繰越

分が１０％を見込んでおります。

　目２、退職被保険者等国民健康保険料

は、前年度に比べ２．６％の減となって

おり、一般被保険者分と同様の理由によ

るものでございます。収納率は、現年度

分が９６％、滞納繰越分が１５％を見込

んでおります。

　款２、使用料及び手数料、項１、手数

料、目１、督促手数料は、前年度に比べ

２５％の減額となっております。これは、

平成２１年度実績を参考に計上したもの

でございます。

　１２ページ、款３、国庫支出金、項１、

国庫負担金、目１、療養給付費等負担金

は、前年度に比べ１．３％の増となって

おり、主なものは、後期高齢者支援金負

担金と介護納付金負担金の拠出額の増に

伴う法定負担分の増でございます。

　目２、高額医療費共同事業負担金は、

前年度に比べ１０．１％の増で、８０万

円以上の高額医療費に係る共同事業医療

費拠出金の増に伴い、その４分の１の法

定負担分を見込んでおります。

　目３、特定健康診査等負担金は、前年

度に比べ１０．８％の増で、特定健診、

特定保健指導に係る法定負担分でござい

ます。

　項２、国庫補助金、目１、財政調整交

付金は、前年度に比べ４５．２％の増と

なっております。これは、過去の実績を

参考に計上したものでございます。

　目２、出産育児一時金補助金は、前年

度に比べ４４．４％の減で、平成２３年

度は、出産育児一時金の４万円引き上げ

に係る費用の国庫補助が、２分の１から

４分の１に引き下げられることによるも

のでございます。

　款４、療養給付費交付金、項１、療養

給付費交付金、目１、療養給付費交付金

は、前年度に比べ２８．９％の増で、前

期高齢者相当額分と後期高齢者支援金分

に係る交付金が大幅に増加したことによ

るものでございます。

　１４ページ、款５、前期高齢者交付金、

項１、前期高齢者交付金、目１、前期高

齢者交付金は、前年度に比べ７．３％の

増となっております。これは、概算交付

額の増加に加え、過年度精算分が加算し

て交付される見込みとなったことによる

ものでございます。

　款６、府支出金、項１、府負担金、目

１、高額医療費共同事業負担金は、前年

度に比べ１０．１％の増で、先ほどの国

庫負担金と同様、高額医療費共同事業医

療費拠出金の増に伴うものでございます。

　目２、特定健康診査等負担金は、前年

度に比べ１０．８％の増で、特定健診、

特定保健指導に係る法定負担分でござい

ます。　

　項２、府補助金、目１、事業助成補助
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金は、前年度に比べ１１．９％の増となっ

ております。

　目２、財政調整交付金は、前年度に比

べ１４％の増となっております。

　１６ページ、款７、共同事業交付金、

項１、共同事業交付金、目１、高額医療

費共同事業交付金は、前年度に比べ２４．

２％の増となっており、平成２２年度実

績を参考に見込んだものでございます。

　目２、保険財政共同安定化事業交付金

は、前年度に比べ１８．４％の減となっ

ており、拠出額の減額と平成２２年度実

績を参考に交付割合の低下を見込んだこ

とによるものでございます。

　款８、繰入金、項１、一般会計繰入金、

目１、一般会計繰入金は、前年度に比べ

１３．５％の増で、国保財政安定化支援

事業繰入金の増などによるものでござい

ます。

　目２、保険基盤安定繰入金は、前年度

に比べ８．４％の増となっております。

　款９、諸収入、項１、雑入、目１、一

般被保険者第三者納付金、１８ページ、

目２、退職被保険者等第三者納付金、目

３、一般被保険者返納金、目４、退職被

保険者等返納金は、過去の実績を勘案し、

計上させていただいております。

　目５、雑入は、現金給付の指定公費６

９万８，０００円を見込んでおります。

　次に、歳出でございますが、２０ペー

ジ、款１、総務費、項１、総務管理費、

目１、一般管理費は、前年度に比べ７．

１％の減で、これは主に被保険者証の有

効期間を２年としたことで、本年度は一

斉更新のための書留郵送料が不要となる

ことなどによるものでございます。

　目２、連合会負担金は、前年度に比べ

５２．２％の減で、前年度の国保連合会

のシステム最適化に伴う負担金がなくなっ

たことによるものでございます。

　目３、市町村部会負担金は、前年度と

同額となっております。

　項２、徴収費、目１、賦課徴収費は、

前年度に比べ１５．６％の増となってお

ります。これは、マルチペイメントネッ

トワークを利用した口座振替納付受付サー

ビスの導入経費等を計上したことによる

ものでございます。

　２２ページ、項３、運営協議会費、目

１、運営協議会費は、前年度と同額となっ

ております。

　款２、保険給付費、項１、療養諸費、

目１、一般被保険者療養給付費は、前年

度に比べ２．７％の増で、一人当たりの

費用額は就学から６４歳までが約１９万

６，８００円、前期高齢者が約５３万９，

７００円、未就学児が約２１万３００円

を見込んでおります。

　目２、退職被保険者等療養給付費は、

前年度に比べ２．８％の増で、一人当た

りの費用額は約４０万７，９００円を見

込んでおります。

　目３、一般被保険者療養費は、前年度

に比べ０．５％の減でございます。

　目４、退職被保険者等療養費は、前年

度に比べ２．８％の増でございます。

　２４ページ、目５、審査支払手数料は、

前年度に比べ１．５％の増でございます。

　項２、高額療養費、目１、一般被保険

者高額療養費は、前年度に比べ９．９％

の増で、一人当たりの医療費の増加によ

るものでございます。

　目２、退職被保険者等高額療養費は、

前年度に比べ１６．５％の増となってお

ります。

　目３、一般被保険者高額介護合算療養

費、目４、退職被保険者等高額介護合算

療養費は、前年度に比べ９５％の減となっ

ております。これは、平成２１年度実績

を参考に計上したものでございます。
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　項３、移送費、目１、一般被保険者移

送費、目２、退職被保険者等移送費は、

前年度と同額でございます。

　２６ページ、項４、出産育児諸費、目

１、出産育児一時金は、前年度に比べ１

１．１％の増でございます。

　目２、支払手数料は、前年度に比べ１

０．５％の増となっております。

　項５、葬祭諸費、目１、葬祭費は、前

年度と同額でございます。

　項６、精神・結核医療給付費、目１、

精神・結核医療給付金は、前年度に比べ

０．４％の減でございます。

　２８ページ、款３、後期高齢者支援金

等、項１、後期高齢者支援金等、目１、

後期高齢者支援金は、前年度に比べ６．

３％の増で、一人当たりの後期高齢者支

援金等の増加等によるものでございます。

　目２、後期高齢者関係事務費拠出金は、

前年度に比べ２２．１％の減でございま

す。

　款４、前期高齢者納付金等、項１、前

期高齢者納付金等、目１、前期高齢者納

付金は、前年度に比べ７９．８％の増で、

一人当たり負担調整対象見込額が増となっ

たことによるものでございます。

　目２、前期高齢者関係事務費拠出金は、

前年度に比べ１６．９％の減でございま

す。

　款５、老人保健拠出金、項１、老人保

健拠出金、目１、老人保健医療費拠出金

は、前年度に比べ９８．５％の減でござ

います。前年度は、老人保健医療制度廃

止前の平成２０年３月分の医療費の精算

がございましたが、今年度は廃止後の精

算のみになったためでございます。

　目２、老人保健事務費拠出金は、前年

度に比べ３．９％の減となっております。

　３０ページ、款６、介護納付金、項１、

介護納付金、目１、介護納付金は、前年

度に比べ５．５％の増で、一人当たりの

介護納付金の増によるものでございます。

　款７、共同事業拠出金、項１、共同事

業拠出金、目１、高額医療費共同事業医

療費拠出金は、前年度に比べ１０．１％

の増となっております。これは、８０万

円以上の高額医療費の増に伴うものでご

ざいます。

　目２、保険財政共同安定化事業拠出金

は、前年度に比べ１１％の減となってお

ります。

　目３、高額医療費共同事業事務費拠出

金、目４、保険財政共同安定化事業事務

費拠出金、目５、その他共同事業事務費

拠出金は、前年度と同額となっておりま

す。

　款８、保健施設費、項１、保健施設費、

目１、特定健康診査等事業費は、前年度

に比べ５．２％の減で、前年度の特定健

康診査受診勧奨委託料がなくなったこと

などによるものでございます。

　３２ページ、目２、保健衛生普及費は、

前年度に比べ７％の減で、これは後発医

薬品普及促進委託料の減額などによるも

のでございます。

　款９、諸支出金、項１、償還金及び還

付加算金、目１、一般被保険者保険料還

付金、目２、退職被保険者等保険料還付

金、目３、償還金は前年度と同額となっ

ております。

　３４ページ、款１０、予備費、項１、

予備費、目１、予備費は、前年度と同額

となっております。

　以上、予算内容の補足説明とさせてい

ただきます。

○森内一蔵委員長　説明は終わりました。

　暫時休憩します。

（午前１１時５６分　休憩）

（午後　０時５９分　再開）

○森内一蔵委員長　再開します。
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　質疑に入ります。質疑のある方。

　弘委員。

○弘豊委員　国民健康保険に係る問題で

幾つかお尋ねしたいと思います。

　最初に、議案第３号の特別会計予算書

の歳入の部分で１２ページ、出産育児一

時金の国庫補助金のところについてなん

ですけれども、今回、後の条例のほうの

ところでも出てくるこの出産育児一時金

についてが、３月末までの時限措置であっ

た部分が恒久化されるということで、大

変これについては喜ばしいと思うんです

けれども、国庫補助の部分がこれまで２

分の１だったのが４分の１にこれ減らさ

れるというふうなことになってます。い

ろいろと資料等を見ていましたら、この

上乗せ分の４万円の財源内訳が、国が４

分の１と、そして残りの部分を３分の１

保険料、３分の２を地財措置というよう

なことで書かれているわけなんですけれ

ども、支出のところで財源内訳を見たと

きに、そうなっているのかなというよう

なことが詳しくわかりませんので、一度

ここの所を詳しくお聞きしたいと思いま

す。

　それから、歳出に関わってですが、こ

れは予算概要の１５８ページで、国保連

合会の負担金が２００万円ということで、

前年は予算の段階で４１９万円計上され

ていた部分、また今回出されている補正

予算で約８０万円が出されて合計５００

万円ほどに当たると思うんですけれども、

ことし新年度の分については２００万円

ということで、先ほど部長の説明の中で

もシステムに係る分が前年はあったのが

なくなるということでの減額かと思うん

ですけれども、この国保連合会の負担金

というのが毎年どのように決められてい

るのか、年々そういうふうな形で上がり

下がりするものなのか、お聞かせいただ

きたいと思います。

　あと、同じ概要では、１５８ページの

賦課徴収事業のところで、マルチペイメ

ントネットワークが新たに今回取り組ま

れるということです。推進協議会の負担

金が１０万円、またその同じ並びで庁用

器具費や手数料の部分がそれに当たって

くるんだと思うんですけれども、今回の

このマルチペイメントにおける効率とい

いますか、どの程度効果を見込んでいる

のかお聞きしておきたいと思います。

　あと、概要の１６６ページになります

が、ジェネリックの後発医薬品普及促進

委託料ということで、昨年、平成２２年

から取り組まれましたが、新年度の部分

では減額になっていますけれども、この

取り組みの効果、まだまだなかなか計れ

ないのかなというふうにも思いますけれ

ども、そのあたりのところ詳しくお聞き

できたらと思います。

　また、療養費です、年々必要とされる

額は大きく膨れていくわけですけれども、

その伸びの抑制というようなことでの効

果を期待してというふうなことだったか

と思いますけれども、そのあたりのとこ

ろが少し見通しがあればお聞きしたいと

思っております。

○森内一蔵委員長　堤参事。

○堤保健福祉部参事　まず、出産育児一

時金でございますが、今回、条例改正を

お願いをしている件でございますが、支

給額を４２万円で恒久化をお願いをする

ということになっております。

　引き上げの財源としての国庫補助金が、

現行では４万円の２分の１の２万円となっ

ておりますが、それが恒久化後は４分の

１になりまして、残りの４分の３につき

ましては、３分の２が一般会計から繰入

れをされているということになります。

　財源についてはそういう形になります
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ので、先ほどの財源内訳でございますが、

国庫支出金につきましては１万円の２０

０件で２００万円という形になっており

ます。

　次に、国保連合会の負担金につきまし

ては、このたび平成２２年度の補正も上

げさせていただいております。平成２２

年度につきましては、新たにレセプトの

電子化に伴いますシステム最適化機器更

改経費に係る分担金というものが措置を

されております。これはレセプトの件数

割で負担することになっておるんですけ

れども、そういった関係で前年度平成２

１年度に比べますと倍増しておりました

が、この負担金につきましては、同額が

国の特別調整交付金で交付される予定と

なっておりまして、実質市の負担という

ものはゼロになっております。

　今回、７９万８，０００円の増額補正

を上げさせていただいておりますが、こ

れも同様に国の特別調整交付金の増額が

ございまして、歳入歳出ともそういう形

で、歳入のほうでは特別調整交付金の増

額、歳出のほうで国保連合会負担金の増

額という形で上げさせていただいており

ます。

　従来からございます国保連合会負担金

につきましては、前々年度の３月末被保

険者数に応じまして、保険者割としまし

て、保険者数が１万人を超え５万人以下

ということに本市はなるんですけど、そ

の保険者につきましては３５万円、それ

に加えて被保険者数割として１６５万２，

４９２円を平成２３年度においては負担

をしております。

　近年この保険者割については変わって

おりませんので、被保険者数が若干減っ

ておりますんで大体このぐらいの金額か、

少し減ったぐらいの金額になっているよ

うな状況でございます。

　それから、マルチペイメントネットワー

クについてでございますが、マルチペイ

メントネットワーク推進協議会負担金を

このたび１０万円計上させていただいて

おります。マルチペイメントネットワー

クと申しますのは、国庫金ですとか、地

方税、電気、ガス、電話等の公共料金や

会社等の代金の支払いにつきまして、収

納機関と金融機関との間をネットワーク

で結ぶことによりまして、利用者がＡＴ

Ｍや電話、パソコン等の各種のチャンネ

ルを利用いたしまして公共料金等の支払

いができるようにするものでございます。

　日本マルチペイメントネットワーク推

進協議会、ＪＡＭＰＡに入会することで

利用できるようになります。

　市町村はこの協議会の特別会員として

入会金無料で入会することができますが、

入会に当たりまして年会費として負担金

１０万円を支払う必要がありまして、こ

れを今回計上させていただいております。

　マルチペイメントネットワークの種類

にはいろいろあるんですけれども、今回

国保年金課が利用させていただくものに

つきましては、口座振替受付サービス、

ペイジー口座振替受付サービスという名

前なんですけれども実施するものでござ

います。

　ペイジー口座振替受付サービスと申し

ますのは、マルチペイメントネットワー

クを利用しましてキャッシュカードがあ

れば市の窓口で口座振替の受付が即時に

できるというものでございまして、こう

いった国民健康保険料を初めとする各種

料金や市税の口座振替納付の申し込みの

手続を簡略化することで口座振替納付を

推進しようとするものでございます。

　この初期費用につきましては、これ以

外に手数料のほうで計上させていただい

ておるんですけれども、金融機関とペイ
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ジー口座振替受付サービスを利用するた

めの契約金というのがかかるんですけれ

ども、これが非常に高価なものでござい

まして、一応３００万円を計上させてい

ただいてます。これは近隣で京都市が去

年の１１月からされておりまして、いろ

いろお話をお伺いする中で、従来は１行

１料金３００万円と言われていた契約金

が、交渉によりまして１行をその１０分

の１ぐらいで契約をできるのではないか

と、ということで金融機関と交渉を既に

始め、前段階として指定金さんといろい

ろお話を聞かせていただいているんです

けれども、その中で各種料金を含めて、

指定金さんと収納代理金融機関さんの主

要なところをやっていただいて、この値

段でできないかというような今取り組み

をしているところでございます。

　それと、器具費でも３０万円計上して

おります。器具費の３０万円と、この契

約手数料の３００万円については国の調

整交付金が交付される予定となっており

ます。

　経常的な費用につきましては、マルチ

ペイメントネットワーク推進協議会の負

担金ですが、こういったものにつきまし

ては、毎年かかる経常経費ですのでこれ

は市の負担ということになっております。

　効果のほうでございますが、国保特会

のほうで、累積赤字を抱えておりまして、

収納対策が喫緊の課題になっておるわけ

ですが、平成２１年度から口座振替の収

納に力を入れておりまして、平成２１年

度でも約４％強、口座振替率を上げてお

ります。そういうことによりまして、平

成２２年度につきましては、収納率は若

干ではございますけれども、平成１８年

度以降じりじりと下がっていた収納率が、

平成２２年度若干ですが上がるような効

果も出ております。やはりそういう滞納

を生まない取り組みというのが一番求め

られると私は思っておりますので、まず、

口座振替をしていただく、この環境を整

えるということが最も大切なことではな

いかと考えているところでございます。

　それから、ジェネリックの委託料につ

いてでございますが、平成２２年度の薬

価改正がございまして、後発医薬品いわ

ゆるジェネリック医薬品の普及促進が国

において図られるのを契機といたしまし

て、本市でも普及促進を図っております。

委託先につきましては、平成２２年度当

初にプロポーザル方式で決定をいたしま

して、それで決定した価格が予定価格よ

りも低かったということで平成２３年度

は減額をさせていただいております。

　事業の内容でございますが、ジェネリッ

ク医薬品お願いカードというものを６月

に当初の国保料金の決定通知をお送りす

るときに、全被保険者世帯へ配布させて

いただいております。

　このことをもって、後発医薬品の啓発

を行うとともに、平成２２年度は８月と

１２月の２回、差額通知をお送りしてお

ります。差額通知と申しますのは、先ほ

ど申し上げましたジェネリック医薬品と

いうものを利用した場合の効果額を記載

したもので、具体的には１か月の効果額

が３００円以上の方で約１，３００件の

方に発送いたしております。

　８月送付分の効果につきましては、９

月分のレセプトにより効果測定をいたし

ております。その結果を見ますと、差額

通知によりまして約１割の方が後発医薬

品を利用されるようになっております。

単純比較では約８０万円の医薬品代が節

減できているという計算になっておりま

すが、年間で数量等変わってきますので、

数量等を調整しながら年間ベースに直し

てみますと、３００万円から５００万円
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程度の削減効果となっております。１回

目の通知でこれだけの効果があったこと

から、今後差額通知を継続して効果額の

上積みを図ってまいりたいと考えている

ところでございます。

○森内一蔵委員長　弘委員。

○弘豊委員　よくわかりました。

　出産育児一時金の部分について、この

部分は今回金額としてはそんなに大きく

ないかなというふうに思うわけですけれ

ども、ただ、国保の全体にやっぱり国の

負担ですよね、これがずっと負担割合と

しては下がっているというようなこと、

この間も何度か指摘をさせていただいた

かというふうに思っています。今回、こ

の出産育児一時金の部分についても継続

して支給されていくのは本当にありがた

いわけなんですけれども、それをやっぱ

り国の負担が減っていくというふうなこ

の流れというのがやっぱりおかしいなと

いうふうに思ってて、その点についてや

はり働きかけが継続して必要なのかなと

いうふうにも感じたところであります。

　また、お子さんの１回当たりの分娩に、

出産にかかる費用が平均しておよそ４７

万円というふうなそうしたことが国保連

合会のほうの調査なんかでも出されてい

るそうで、それで言いましたら４２万円

に引き上げられていますけれども十分で

はないのかなというふうなことも感じて

いるところであります。

　引き続き、また市としてもこの制度の

さらなる充実に向けて意見も上げていっ

ていただきたいなというふうなことを要

望にしておきたいと思います。

　それから、国保連合会の部分につきま

しても、大体年額２００万円というふう

なことです。この摂津市の規模でいった

らそういうことになるわけですね。平成

２２年度で多くなった分も国の調整交付

金で入ってきているというようなことは

わかりました。

　あと、マルチペイメントネットワーク

の事業に関わって、これも調整交付金を

使って何とか収納率を上げていこうと、

滞納を生まないための対策というような

ことで考えておられるというようなこと

わかりました。ただ、かかる手数料、器

具費です、そうした部分では出している

金額に見合っただけの効果があるのかな

ということがやはり気になった部分でも

あります。先ほど聞きましたら、ほかの

公共料金について、各種の公共料金につ

いても合わせてやっていくと、銀行のほ

うの手数料もまた減額されるのかなとい

うふうなことがちょっと触れられました

けれども、今回国保のほうで初めてこれ

取り組むわけでありますけれども、ほか

の課との連携といいますか、そういう相

談がされているのかどうか、この際聞い

ておきたいというふうに思います。

　あと、後発医薬品、ジェネリックの部

分についてもわかりました。効果のほう

も２００万円、３００万円と上がってき

ているというようなこともお聞きしまし

た。引き続き昨年取り組んだことと同じ

ようにやられるというふうなことなわけ

でありますけれども、さらに啓発といい

ますか、そうしたことが考える余地がな

いのかどうか、少しお聞きしておきたい

と思います。

○森内一蔵委員長　堤参事。

○堤保健福祉部参事　マルチペイメント

ネットワークの他課との連携ということ

でございますが、先ほど申し上げました

ように、金融機関の言い値は１料金で１

行３００万円なんですけれども、各市の

事情とかいろいろ調べていくうちに、こ

ちらの条件が普及のためにかなり通ると

いうことがわかりまして、今現在指定金
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さんを通じていろいろ情報収集をしてい

るところでございます。２月に庁内の口

座振替をやっている課、及び平成２３年

度に口座振替を始める課、全課集まって

いただきまして、国保の補助金を活用し

て、これは大阪府を通じて国にも確認を

したんですけれど、インフラ整備を国保

がやって、それを他課が使うということ

はどうなんでしょうかというお問いをさ

せていただいておりまして、それは可能

であるということで、指定金さんともい

ろいろとお話をさせていただく中で、契

約金の契約書に、例えば国保で３００万

円と書いて、他課の契約書は免除と書け

ばいけるんではないかといった具体的な

ことまで今詰めているところです。今週

にももう一度全課集まりまして、予算通

過後４月に各収納代理金融機関さんにこ

ういう条件で摂津市は全庁の全課、全料

金の口座振替についてマルチペイメント

をやりたいと、これについて賛同して私

どもがもらえる国庫補助金の総額を各行

さんで割った金額で何とかしていただけ

ないかという、アンケートを送らせてい

ただいて、それに賛同していただける金

融機関さんと契約をしたいと考えており

ます。

　私どもの見込みでは、指定金さん３行

と恐らくメガバンクさんというのは可能

ではないかと、あとゆうちょ銀行さんと

信金さんについては、マルチペイメント

ネットワークの活用については無料とい

う指針を打ち出されておりますので、う

まくいけば半分弱ぐらいはいけるんでは

ないかと考えております。ただし、全料

金が行けるかどうかについては、今後の

各行さんの考え方次第ということもござ

いますので、私どもできるだけ多くの金

融機関さんと契約、できるだけ多くの課

が契約できるように頑張っていきたいと

考えております。

　ジェネリックのさらなる啓発というこ

とでございますが、先ほど申し上げまし

たように、やはりジェネリックをどうやっ

て使ったらいいのかなというお問い合わ

せもかなりいただいているところでござ

います。ですから、まず、６月に当初の

決定通知書に、ジェネリックお願いカー

ドというのを入れております。その中で

これを出していただくことによって、お

医者さんにジェネリックに変えてほしい

となかなか言いづらいところがあるとい

うふうに聞いておりますので、調剤薬局

さんでそれを出せば、話が通じるという

ようなそういうカードでございます。今

回、摂津市の場合は、三師会の皆様がご

協力いただけるということでこの事業が

できたわけでございまして、薬剤師会様

のほうも全面的に協力していただいてお

りまして、今回のジェネリックに当たり

ましても薬剤師会様のほうでいろいろと

また調査とかもしていただいております。

そういった関係で私どもとしては、平成

２２年度２回させていただきましたんで、

平成２３年度も２回はしたいというふう

に考えております。先ほど申し上げまし

たように、１回当たりの効果額というの

はかなりの額が見込めますので、何回か

重ねていくうちに、定着を図れるのでは

ないかと考えております。

　差額通知のほうにも、ジェネリックの

お願いの仕方というのを入れさせていた

だいてます。それを目で見て、「あ、そ

うなんか。」と、「これぐらいの金額安

くなる。こういうふうにするのか。」と

いうようなことで、切り取ればジェネリッ

クお願いカードとして使えるようなもの

も入れております。差額通知が送られて

きた方がまたほかの方にも広めていただ

けるんではないか、あるいは薬剤師会様

－28－



の協力でより一層広がっていくのではな

いかと考えておるところでございます。

○森内一蔵委員長　ほかに質問のある方。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　国保に関する質問をさ

せていただきます。

　まず、歳入ですけれども、保険料に関

してといいますか、１２月２０日の都道

府県知事会の話ですけれども、国保に関

しては国がなかなか広域化と言いながら

全然問題に対して回答してこないという

ことで、知事会でも１２月２０日に国民

健康保険を抜本的に改革することに異存

はないが、積極的に責任を負う覚悟もあ

ると。しかし、今回の取りまとめ案で求

めたことに対して、知事会が求めたこと

に対して具体的な答えが示されなかった

ことが遺憾であるということで問題点を

幾つか指摘されているんです。市町村国

保は高齢化、低所得層の増加により十分

な保険料収入が確保できず保険財源が恒

常的に圧迫していると、これを広域化し

て都道府県に移しても巨大な赤字団体を

つくるだけだと、そして安定した保険財

政のためには国の各負担の拡充が不可欠

であるけれども、国は現在の同程度の財

政責任から一歩も踏み出していないとい

うことを知事会が指摘をしているわけで

す。

　今回も保険料は改定をせずに据え置き

という形にしていただいてますから、当

然先ほど言ったような高齢化と低所得層

の増大によって保険料総額は下がってく

るわけですね。でも、国保料の軽減とい

う意味では、おととし５，０００万円入

れてもらいましたけれども、これは基本

的に赤字補てんのほうに回るというか、

保険料軽減そのものを変えるためには仕

組みを変えないといけない、料率の軽減

とか、それから減免制度を充実、拡充す

るということでその制度の上に乗っかっ

て繰入れをふやすという仕組みをつくっ

ていかないと実際の軽減にはならない。

また、所得割と平等割の比率で平等割を

下げることで、これは全体の軽減にはな

りませんけども低所得者層の救済にはな

るというようなことにはなろうかと思い

ますんで、保険料の軽減についての考え

方を教えていただきたいと思います。

　それと、先ほど出産育児一時金で３分

の２が繰入れというようなことだったん

ですけども、これは摂津市は不交付団体

ということで、一般会計への、だからそ

ういう意味での国からの交付金は来ない

から一般会計から出すということは大変

だという認識でいいのか、その辺また聞

かせてもらえたらと思います。

　それと、国保の１２ページの介護従事

者処遇改善臨時特例交付金、それから１

４、１６ページの老人医療波及分補助金、

障害者医療波及分補助金がゼロというの

をお聞かせいただければと思います。

　それから、２４ページの高額介護合算

療養費というところで大きく１，１００

万円の減、介護の会計では７００万円が

ふえて、後期高齢との関係もあるのかも

しれませんけれども介護合算の中身を説

明していただければと思います。

　それと、３２ページの保健衛生普及費

の減額を教えてください。

　それから、あと歳入のほうに戻ります

けど、徴収のほうですね。代表質問で市

税の差し押さえの話をさせてもらいまし

たけども、国保のほうで差し押さえ件数

とか、徴収実態、さっきマルチペイメン

トの話もありましたけども、徴収方法に

対して現在の状況をお聞かせいただけれ

ばと思います。

　それから次に、国保条例改正の議案第

２７号ですけれども、今回限度額が引き
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上がるという点でいろんな家計の状態と

いうか世帯の人数とかでいろいろ変わる

んでしょうけれども、今回、限度額にか

かってくる階層、何段階というかどのぐ

らいの所得からまたこの辺の上限額に上

がるという世帯になってくるのか、もう

下ぎりぎりのところ、どのあたりかとい

うのを聞かせていただきたいと思います。

○森内一蔵委員長　堤参事。

○堤保健福祉部参事　まず、１点目の繰

入金の考え方ということでございますが、

国との負担金につきましては、先ほど出

産育児一時金の話でも２万円が１万円に

なっているということでございました。

私ども今回特に着目をしておりますのは、

平成２１年度まで暫定措置とされており

ました国民健康保険の基盤安定負担金の

上乗せ分である保険者支援分につきまし

ては、平成２２年度改正で平成２５年度

まで延長されることとなりました。

　また、今回、国保財政安定化支援事業

繰入金というのが約６，０００万円ほど

ふえておりまして、これは一般会計のご

質問で弘委員のご質問にもお答えをさせ

ていただいたんですけれども、繰入金が

１億円近くふえました。ところが保険基

盤安定繰入金につきましては４分の１が

市の財源で、国保財政安定化支援事業に

つきましては一応交付税の措置はされて

おるんですけれども本市が交付税の不交

付団体であるということから、約１億円

ふえた財源についてはほとんどが市の財

源でありまして、これ以上の繰入金の増

加については財政上非常に厳しいと。法

定の繰入金の増ということではございま

すけれども、本市としては一般財源の中

から１億円近い繰入れをふやさせていた

だいているというところをまずご理解い

ただきたいと考えているところでござい

ます。

　国保特会を預かる者といたしましては、

何とか今の繰入額を、法定外の軽減繰入

です、これを何とか守っていきたいと考

えているところでございます。

　出産育児一時金につきましては、先ほ

ど申し上げましたように、２００件の出

産を予定をいたしております。その２０

０件につきまして１万円の国庫補助と、

残りのうちの３分の２が一般会計からの

繰入れということになっております。残

りが被保険者の方の保険料で充当すると

いう形になっておりまして、これを今回

の分で２万円が１万円に変わったことに

よって一人当たりの影響額約２２円の影

響額が出ているところでございます。少

子高齢化対策というようなことから、こ

の補助金が導入されたわけでございます。

そのときの国からの話ではこれを恒久化

するときには国の財源を充実するという

話もございましたんで、市町村といたし

ましては、やはりこれはちょっとおかし

いんじゃないかということで、市長会を

通じてこれはおかしいということは平成

２３年度ぜひ上げさせていただきたいと

考えているところでございます。

　それから、介護従事者処遇改善臨時特

例交付金が皆減になっております。この

補助金につきましては、平成２１年度の

介護報酬改定による介護従事者の処遇改

善に伴いまして、介護保険料が上昇する

ことを抑制するためにということで、平

成２１年度と平成２２年度に限って交付

されたものでございまして、府の交付総

額に本市の過去３年の平均の介護納付金

が府全体に占める割合でもって交付をさ

れたところでございます。平成２１年度

と平成２２年度の暫定措置でございます

ので平成２３年度はその期限切れという

ことでなくなっております。

　それから、老人医療波及分補助、障害
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者医療波及分補助金が皆減となっている

理由でございますが、国の療養給付費負

担金は療養給付費の１００分の３４が交

付されておるわけでございますが、その

算定に当たって地方単独事業に係る増額

分が減額されるような仕組みになってお

ります。府の老人医療制度あるいは障害

者医療制度によって地方単独事業に係る

増額分が出ているということで、従来か

ら老人医療、障害者医療、ひとり親医療

の上乗せ分というのが府のほうから補助

されております。老人医療と障害者医療

につきましては、額だけではなく回数に

も着目されておって、今回の予算書のほ

うにも載っておりますように、老人医療

と障害者医療に関しましては、ページ数

で１４ページの事業助成補助金のところ

で計上させていただいておりますけれど

も、こちらのほうは府単独事業による増

額分に対する補助でございます。そちら

のほうは残ってございます。

　どうしてこのようなことが起こったか

と申しますと、昨年の２月１０日開催さ

れました大阪府の平成２２年度予算説明

会におきまして、同趣旨の補助金を額と

回数と両方で交付しているということで、

削減をすると急遽告げられたものでござ

います。平成２２年度予算では取り消し

が間に合わず計上いたしておりましたが、

そういった趣旨で今回は計上をいたして

おりません。

　次は、保健衛生普及費の減額でござい

ますが、保健衛生普及費につきましては、

特定健診受診勧奨事業を平成２２年度計

上しておりましたが、平成２３年度はこ

れが一定の集計等終わりまして、平成２

３年度に種々反映させていただくという

形で終結しておりますので、今回はその

分が減額となっておるところでございま

す。

　特定健診受診勧奨につきましては、平

成２２年度の取り組みでございますが、

調整交付金を活用しまして、特に受診率

が低い４０代、５０代の平成２１年度に

特定健診を受けていない方を対象といた

しまして、特定健診の受診勧奨事業を実

施いたしたものでございます。

　特定健診受診勧奨に関しては、手法が

さまざまな方法が考えられるところでご

ざいましたんで、プロポーザル方式によ

りまして、実施業者を決定したところで

ございます。

　平成２１年度特定健診未受診者３，７

７７名の方にアンケートをお送りいたし

まして、回収状況としては８０８通、回

収率２１．４％をもちまして調査結果を

分析をさせていただいております。

　この結果を受けまして、平成２３年度

には特定健診の受診率が上がりますよう

に幾つかの取り組みをさせていただいて

おります。こういう時節がらですので皆

様のご意見をお聞きして余りお金がかか

らないような仕組みをとらせていただき

ました。まず、特定健診受診券につきま

しては、これはアンケートだけではなく

て、以前から誕生月前に受診をしたいと

いう要望が多数ございまして、またこの

中でも特定の月にしか受けられないとい

うのは不公平だというようなご意見もちょ

うだいしたものですから、これを４月に

一括して送らせていただくことにさせて

いただきました。ただ、アンケートの中

で非常に特定健診に対する理解、周知が

少ないということがわかりまして、じゃ

あどういう形で周知をしたらよろしいで

しょうかという問いには、はがきや手紙

ということが非常に多うございましたの

で、４月に送ってしまって音さたなしと

いうことではなく、その後にもはがきで

まだですかとか、あるいは今月誕生日で
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すねとか、そういう形ではがきでご通知

をさせていただきたいと考えております。

　それと、こちらのほうはかなり予算を

とっておるんですけども、がん検診の拡

充ということが今年度市政方針のほうで

も出ております。がん検診とのセットで

受診券をお送りするということを今年度

取り組みとしてさせていただいておりま

す。これはアンケート調査でがん検診と

のセット健診の希望が非常に多かったと

ころから、健康推進課の事業でございま

すがん検診クーポンと特定健診受診券の

一体化を図りまして、特定健診をより魅

力あるものにして受診意識を高めたいと

いう観点からやらさせていただくことに

したものでございます。

　それから、やはり先ほど申しましたよ

うに、周知が図られているのが低いんで

はないかというご意見もちょうだいして

おりますので、これまでポスターに関し

ましては、財政方のほうからもポスター

やめなさいみたいなことをずっと言われ

ているんですけども、やはり私も医院に

行って見ておりますと、待ち時間にポス

ターを見て、なるほどなと思うところも

ございますんで、市内、医療機関へのポ

スター配布というのは必要ではないかと

考えております。安価なものではござい

ますが、そういうものをつくらせていた

だいて４月に市内医療機関に配布いたし

まして、ここの医療機関でやっているよ

ということを宣伝いただきたいというこ

とで医師会とも調整をしておるところで

ございます。

　また、市内医療機関では土曜日もやっ

ておられるところもございますが、土曜

日やっているということをご存じない方

も非常に多かったみたいなので、このあ

たりの周知も図っていきたいと考えてお

ります。

　こういった受診勧奨事業の成果を生か

しまして、受診率を何とか上昇の方向に

持っていきたいと考えているところでご

ざいます。

　それから、国保条例の改正につきまし

て、賦課限度額についてでございます。

賦課限度額につきましては、今回の影響

額でございますが、これは平成２２年１

１月末の賦課マスターに法定限度額を当

てはめた計算でございますが、医療分調

定額で約１，２６７万４，０００円、支

援分で３３８万円、介護分で２７７万４，

０００円の影響が出ております。一人当

たりの保険料に直しますと７０８円の増

額となっております。対象世帯の方は医

療分では４５６世帯が今現在対象となっ

ておりまして、これを引き上げますと４

０９世帯で４７世帯の方が外れてくるこ

とになります。支援分では３６５世帯が

３２３世帯となり４２世帯が外れてきま

す。介護分につきましては、３０７世帯

が２５０世帯となりまして５７世帯減少

ということになります。

　どれぐらいのところからということで

ございますが、これは世帯構成とか所得

によって変わってまいりますんで、計算

をしてみないとわかりません。今ちょっ

と手元にございませんので、どれぐらい

の所得があれば、一人世帯であれば二人

世帯であればということでございますん

で、計算をさせていただきたいと思って

おりますのでよろしくお願いをいたしま

す。

　それから、保険料の差し押さえの状況

でございますが、１月末現在で保険料で

国保で差し押さえをしておりますのが２

５件で、６１５万２，０００円となって

おります。保険料の滞納処分につきまし

ては、国民健康保険制度につきましては

高齢化の進展や医療費の高度化によりま
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して医療費の増加に歯どめがかからない

状況になっております。支出の増加が進

む中、本市では医療費の適正化や資格の

適正化などさまざまな対策を実施して保

険料を据え置いてこさせていただいてい

ます。このような状況の中、保険料とい

うのは医療を守るための大変貴重な財源

となっております。保険料の負担能力が

低い方につきましては、減免制度の活用

や個別事情をお聞きし、分割納付などに

より対応させていただいておるところで

ございますが、支払い能力がありながら

滞納している被保険者につきましては、

被保険者間の公平のためやむなく滞納処

分をさせていただいているところでござ

います。滞納処分に当たりましては、滞

納者本人への影響を考慮し執行いたして

いるところでございます。

　高額介護合算療養費が９５％減となっ

ております。この理由につきましては、

高額介護合算費といいますのは、医療費

の負担と介護費の両方の負担があること

によって家計の負担が重くなっている場

合に、その負担を軽減するため、平成２

０年４月から設けられた制度でございま

す。

　世帯内の同一の医療保険の加入者につ

きまして、１年間毎年８月１日から翌年

７月３１日までの間に、医療保険と介護

保険の両方に自己負担があって、その自

己負担の合計がこの制度の自己負担限度

額を超えた場合に申請によって自己負担

額を超えた金額を支給するというもので

ございます。平成２１年度の予算措置に

当たりまして、国から具体的な計算方法

が示されなかったことから、本市におき

ましては、後期高齢者医療において療養

給付費の１％を計上するとの指針が示さ

れたところから、国保ではその数分の１

程度と考え、０．３％を計上させていた

だいたところで、平成２１年度で１，５

００万円、平成２２年度では１，０００

万円を計上させていただきましたが、平

成２１年度の通知額が一般では３０万２，

０００円、退職ではゼロとなったところ

から、平成２３年度予算の計上に当たっ

ては９５％減とさせていただいたところ

でございます。

○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　確かに保険料の軽減策

については、安定化支援事業繰入金、確

かに料率も抑えてという意味ではご苦労

なさっているのはわかりますけれども、

もう既に何回も言ってますけど、高くて

払えない保険料になっていますから、ぜ

ひとも減免制度の拡充とか料率の軽減で

すとか、あと平等割を上げたことで低所

得層の負担増になっているところ、ぜひ

また考え方としては手をつけていってい

ただきたいなと思っておりますので、要

望としておきます。

　それで、あとちょっと府からの、老人

医療、障害者医療など、４医療の制度も

あってということご説明いただきました

けども、事業助成にしてしまって数をチェッ

クせずにちゃんと来てるのかなというの

が大丈夫ですかということを聞かせてい

ただきたいと思います。

　介護合算療養費のことはわかりました。

　あと差し押さえの実態を聞いたんです。

数とか出ませんか。それと滞納処分の数、

どんな状態、差し押さえがあるのか、も

う直接処分があるのか、その辺を聞かせ

ていただければなと思います。

　それと、国保条例、恐らく、だから確

かにいろんな世帯の人数によって限度額

に届く届かんといろいろあると思うんで

すけども、例えばちょっと年齢層の高い

５人家族なんかぐらいになってくると、

それこそ総所得で４５０万円とか５００
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万円ぐらいの方でもそれこそ限度額に届

くという状態、今現在の保険料の料率か

ら言うと、そうだと思うんです。ほんま

にこの辺の所得で４５０万円とかぐらい

というか、そのあたりの人が７３万円の

保険料がかかってくるというのはやっぱ

りしんどいと思うんです。そういった意

味ではなかなかこの上限額の上昇も生活

実態に合わせて考えていただくと、先ほ

ど言ったように、世帯割というか平等割

のほうを下げていけばこういったところ

も低減がされないかなということで、要

望としておきたいと思います。数字だけ

答弁をお願いします。

○森内一蔵委員長　堤参事。

○堤保健福祉部参事　まず、差し押さえ

の件数でございますが、先ほど申し上げ

ましたように、差し押さえの件数は２５

件で６１５万２，０００円、これは平成

２３年の１月末の数字でございます。換

価の件数をお聞きになられていると思う

んで、換価ということで１８件で３６５

万７，０００円を換価いたしております。

換価と申しますのは、例えば普通預金の

差し押さえをしましたときに、例えば保

険料が５０万円滞納されてて普通預金２

０万円差し押さえをしましても、２０万

円全部を換価するというわけではござい

ませんで、まずご本人とお話をさせてい

ただいて、今後分割して払っていくので

ということでお話がつきましたら、必要

な額は幾らですかということをお聞きし

て残りの額を換価させていただいている

というような状況でございます。

　それから、老人医療の波及分の数が大

丈夫ですかというお問いなんですけれど

も、先ほど申し上げましたように、事業

費助成のほうは地方単独事業に係る増額

分の減額ということで今までされており

ました。老人医療波及分補助と障害者医

療波及分補助については、老人医療費助

成や障害者医療費助成によって、受診回

数が増加することに対して国保への波及

が生じるために国の負担金がふえるんだ

と、その分を減らすということでござい

まして、一つは額、一つは回数、同じも

のに対して額と回数の両方だということ

で、回数のほうはなくすというようなこ

とでございますんでご理解をいただきた

いと思います。

　それから、限度額の改正につきまして、

年齢の高い４人家族であまり所得が高く

なくても限度額となるのではないかとい

うお問いでございますけれども、具体的

にこの家族ではこうだということで計算

をすればできますが、ちょっと今手元に

その計算する資料を持っておらないもの

ですから、この具体な数字については、

後で資料をつくらせていただいてお渡し

するということでよろしいでしょうか。

すみませんが、よろしくお願いします。

○森内一蔵委員長　それでは、只今の資

料は後日、お示しいただけたらと思いま

す。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　最後に差し押さえのこ

とだけ聞いておきます。

　３６５万円、１８件、換価も進んでい

るということですよね。お金をいわば強

権的に取り上げることができる制度です

から、ほんまに運用に気をつけていただ

いて、払えるところが払っていないとい

うところを正すには間違いではないと思

うんですけれども、連絡つかなくて押さ

えたことによってもう被害者というか、

そういうものをつくっていくようなこと

に行政がしてはいけないと思いますんで、

その辺はしっかりと当事者と連絡をとり

ながらやっていただきたいと思いますの

で、要望としておきます。
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○森内一蔵委員長　ほかに質問のある方。

　本保委員。

○本保加津枝委員　予算概要１６２ペー

ジの保険給付費の項６、目１の精神・結

核医療給付金が計上されているんですけ

れども、この中身について現状をお聞か

せをいただいて、今かなり結核が再びちょっ

と感染が拡大をしているような社会的な

情勢もありますので、今回この国府支出

金もありますけれども、本市で計上され

ている中身について、また現状について

お聞かせをいただきたいと思いますので、

よろしくお願いします。

○森内一蔵委員長　堤参事。

○堤保健福祉部参事　精神・結核医療給

付金につきましては、条例第８条の２に

基づき実施する市単事業でございまして、

対象者の一部負担金につきましては２割

を国が１割を市が負担をいたしておりま

す。事業費の一部を府事業助成補助金で

財源補てんをしていただいているところ

でございます。

　精神・結核医療給付費につきましては、

給付費全体としましては、去年に比べま

すと４万８，０００円、０．４％減となっ

ております。

　補助金につきましては、当該年の１月

から１２月分の診療の分の４分の１を府

で補助していただいているものでござい

まして、その辺の期間の違いというのも

ございますので、給付費全体としては今

申し上げたように若干減少となっている

ところでございます。

○森内一蔵委員長　結核の実態について。

佐藤部長。

○佐藤保健福祉部長　若干補足をいたし

ます。

　精神・結核医療給付費につきましては、

５年１０年というスパンで見ると徐々に

ふえては来てるんですが、５年ほど前ま

で、私は国保課長をしておりましたので、

当時この対象者のいわゆる精神の分がど

うで、結核の分がどうでという部分を分

析した際の状態を申し上げますと、ほぼ

９８％ぐらいは精神の形で給付をいたし

ておりまして、結核はほとんどごくわず

かという状態、この状況は余り大きくは

変わってはないのかなと、どちらかとい

うと近年いわゆる精神医療を受ける方々

がややふえる傾向にありますので、そう

いうことがこの給付費の伸びの一つの要

因なのかなというふうに感じております

が、実態の部分のデータ、この５年ほど

見ておりませんので一応参考までに報告

をさせていただきます。

○森内一蔵委員長　本保委員。

○本保加津枝委員　参考のための資料と

いうことで、部長からお答えいただきま

したけれども、現状おっしゃっておられ

ますようにやはり精神のほうがかなりふ

えて、さらに社会現象を伴った数々の状

態の中で、うつ病の対策なんかも非常に

重要視をされるような状況になってまい

りましたので、精神とまた結核のほうも

多くの人と接触するような業種の人に思

いもかけないような状況のところで発生

しているというような、本市の場合はま

だそこまで行っていないというような今

ご指摘だったと思うんですけれども、状

況も現実にはやはり見聞きすることがあ

ると思いますので、本市におかれてはか

なりいろんな形で介護予防全般につきま

して、やっぱり力を注いでおられると思

いますけれども、今後やっぱり精神面の

ケアについても施策を講じていただくよ

うにお願いをしたいと思いますし、この

うつ対策についても非常に重要だと思い

まして、このうつ病の対策等につきまし

ては、就業、自立ということについても

関係してまいりますので、この民生常任
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委員会の所管の中の生活支援の部分も大

きく関連をしてくるところでありますの

で、各課連携をして財政のやはり削減、

また改正に臨んでいただけますように、

そういった方面からも視点を持って今後

施策の取り組みを行っていただきたいと

思いますのでよろしくお願いします。

○森内一蔵委員長　ほかに質問ないです

か。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森内一蔵委員長　以上で、質疑を終わ

ります。

　暫時休憩します。

（午後２時３分　休憩）

（午後２時４分　再開）

○森内一蔵委員長　再開します。

　議案第８号の審査を行います。

　本件については補足説明を省略し、質

疑に入ります。

　質疑のある方。山崎委員。

○山崎雅数委員　後期高齢者医療特別会

計ということですけれども、これは連合

体がつくられて、ここで運用もされてと

いうことですから、本市としてはそれこ

そお金を集めて連合に持っていくという

のが内容だと思うんですけれども、だか

らどんなふうに使われているかっていう

のがなかなか見えにくいということなん

ですが、連合体から保険料に対しての、

さっきも徴収の話しましたけど、徴収圧

力というか、集まらない部分、今回も滞

納繰越分なんかのお金を計上されている

わけですが、督促料とかです、こういっ

たことが今どういった現状にあるのか、

保険料が集まらなければ当然赤字とか出

てくると思うんですけども、本市会計で

抱える話になっているのか、連合で赤字

を抱きかかえる話になっているのか、収

支バランスというか、そういったところ

をお聞かせいただければと思います。

　もう一つ、加入者が直接府の窓口に行

かれるということは少なかろうと思って

おるんですが、窓口は各市の国保の窓口

で受けておられると思うんですけれども、

どんな相談とか苦情が寄せられているの

かお聞かせいただきたいと思います。

○森内一蔵委員長　堤参事。

○堤保健福祉部参事　徴収のお話でござ

いますが、まず収支のバランスのお話で

ございますが、後期高齢者の制度は発足

後３年たちまして収納率は平成２１年度

の現年分で本市の場合９９％の高率となっ

ております。

　この後期高齢者医療制度の廃止後の制

度でもいろいろと論議になっておりまし

たけれども、とりあえず、後期高齢者の

部分については、集めたお金でという形

になっております。その議論の中で国保

についてはそうではなく、足らない分は

市が負担せよみたいな話が出ておったか

とは思うんですけれども、この後期高齢

者に関しては今のところ集めたお金を納

付するという形になっております。です

から、後期高齢者医療における保険料に

つきましては、広域連合が決定いたしま

して、例えば、平成２３年度予算であり

ましたら平成２２年９月末における賦課

をベースに按分をされます。保険基盤安

定繰入金もそのベースで計算をいたしま

して、保険料と合わせて後期高齢者医療

の広域連合のほうに納付金として納付す

るという形になっております。

　徴収圧力ということでございますが、

先ほども滞納処分の話ございましたけど

も、短期証の交付とか、資格証の交付と

か、国保のほうでは実施はしておるんで

すけれども、後期高齢者医療制度では資

格証についてはやらないということにな

りましたので、短期証についてだけ実施

をいたしております。
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　平成２１年度末の短期証交付件数は１

３件で、平成２２年度につきましては、

先ほど申しましたように、９９％と高率

ではあるんですけれどもやはり滞納が徐々

にふえているような関係で若干ふえまし

て１月末現在では２２件になっておりま

す。

　私どもとしましては、保険料は貴重な

財源でございますので、納付交渉のため

の接触を確保する貴重な機会として取り

組んでいるところでございます。

　それから、加入者の方の受付でどのよ

うなご相談があるのかということでござ

いますけれども、後期高齢者の制度がま

だいまだに浸透していないんだと思われ

るような苦情を承ることがございます。

後期高齢者医療制度につきましては、例

えば高額医療ですとかそういったものは

保険証があれば自動的に計算できたりす

るような形でかなり簡便化はされておる

んですけど、やはり後期高齢者医療制度

そのものを知らないというような方もご

ざいまして、そのような中で私ども危惧

してますのは、やっとある程度ご理解い

ただけるようになったと思っておったの

にもかかわらず、「いや、そんなんおれ

は知らんわ。」というような方も中には

いらっしゃって、それでまた廃止論議に

なっておりますけれども、このようなこ

とでまた皆さんのご理解をいただけずに

不信感を募らせるようなことにならない

かと非常に心配するところでございます。

私どもとすれば、できるだけ時間をかけ

てゆっくりと制度を改正をいたしてほし

いと、これがもう切なる願いでございま

すが、市民のためにもぜひそうしていた

だきたいと考えております。

○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　経済事情とか、最近の

お年寄りを取り巻く環境の中でやはり短

期証もふえるというような状態がやはり

あるのかと思うんです。後期高齢者医療

制度の中に入っているがゆえに本来なら

摂津の国保であるならば、安くても後期

高齢者に移ったがゆえに保険料が高くな

るとか、そういう逆転現象なんかもある

のではないかなと思うんですけども、そ

ういうのはありませんか。お聞かせいた

だきたいと思います。

　それで、つまり同じ摂津市民でありな

がら、後期高齢者医療の保険制度におる

がために、比較的高い保険料を払わなく

てはいけないというような方があるんで

あれば、やはり市の独自の減免制度みた

いなのも設けても市民として平等という

意味では考えられるんではないかなと思

いますので、この辺の考え方をお聞かせ

いただきたいと思います。

○森内一蔵委員長　堤参事。

○堤保健福祉部参事　摂津の国保に比べ

て、後期に移ると高くなるという方は実

際におられます。一般的に言われており

ましたのが、後期に移ると７割の方が保

険料が下がって３割の方が高くなるとい

うようなケースがあると言われておるん

ですけども、本市の場合は大阪府下で見

ますと、安いほうから大体３分の１以上

のところにおりますんで、平成２３年度

になりますと本市は据え置きになってお

りますんで最も安い部類に入るのかなと

考えております。

　ですから、摂津の国保なら安いのに、

後期に移ると高いという方は今後若干ふ

えてくるのかなという気はしております。

ただ、一定障害のある方で選択ができる

方につきましては、十分お話をさせてい

ただいて、後期に移るとこうなりますよ

と、とどまられるほうが得ですよという

ことは、事前にお話をきちんとさせてい

ただいております。ただ、７５歳年齢到
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達で移行される場合につきましてはこれ

はもう法律上のことでございますので、

そのあたりは選択の余地はないものでご

ざいます。

○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　後期高齢者医療制度、

大阪府下全体の広域連合体ということで

すから、その全体で見ると同じだといえ

ば同じなんですけれども、さっき言いま

したように摂津市は自治体の努力で保険

料を抑えているということもできる、こ

れができなくなる広域化にはやはり慎重

に、国保に関しても高齢者医療に関して

も慎重に行うべきだということで意見だ

け添えておきます。

○森内一蔵委員長　ほかに質問のある方。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森内一蔵委員長　以上で、質疑を終わ

ります。

　暫時休憩します。

（午後２時１４分　休憩）

（午後２時１６分　再開）

○森内一蔵委員長　再開します。

　議案第７号の審査を行います。

　本件については補足説明を省略し、質

疑に入ります。

　質疑のある方。

　山崎委員。

○山崎雅数委員　まず、９ページ、介護

保険の保険料です、これの増額の中身で

すね。６５歳以上の被保険者がふえるの

か、何なのかというか、保険料増額の中

身をお聞かせいただきたいと思います。

　それから、１２ページの介護予防事業

の交付金とそれから地域支援事業の交付

金、介護予防府補助金の減額、これが同

様の理由だったと思うんですけども、詳

しくお聞かせいただきたいと思います。

　それから、地域介護・福祉空間整備を

２０ページの交付金と１４ページの歳入

の両方でお聞かせいただきたいと思いま

す。

　それから、１６ページの基金繰入金に

ついてなんですが、保険料改定でことし

最終年度ということなんです、平成２３

年度が最終年度なんですが、３年調整と

いうことなんですけども、次が５期にな

るんですか、今度繰越しがどのくらい残

るというか、どういう基金の状態なのか

をお聞かせいただきたいと思います。

　それから、２２ページの地域密着型介

護サービス給付費の減額があろうかと思

います。これをお聞かせ下さい。

　それから、介護予防の２４ページです。

介護予防の減額が幾つかあるんですけど

も、これはどういった状態なのかという

ことをお聞かせいただきたいと、介護予

防が減っているというのはどういう状態

なのかなと、必要性が薄いということで

はなくて、我々のほうとしては介護予防

の認定を受けたけどもなかなか使いたい

サービスが提供できてないという面があ

るんではないかということを感じており

ますんで、その中身をお聞かせいただき

たいと思います。

　それから、２６ページのこれも同じく

予防事業です、これが減る理由、最初に

当初、把握方法など変更があるというよ

うな説明をされているんですけども、も

う少し詳しくお聞かせいただきたいと思

います。

○森内一蔵委員長　山田参事。

○山田保健福祉部参事　まず、保険料の

予算についてお答えします。

　介護保険料につきましては、４，４１

３万２，０００円、６．２％前年度と比

べて増ということになっておりますが、

これにつきましては所得補正人数という

のを出しておりまして、平成２２年度に

つきましては、補正後の被保険者数が１
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万６，３０５人で平成２３年度が１万６，

９１６人ということでこれは３年推計と

いうことで想定しておりまして、被保険

者数の増に伴う保険料の予算増というこ

とになっております。

　それから、地域支援事業の介護予防事

業分の減額ということでございますが、

それにつきましては、まず介護予防事業

の、後でまた詳しくご説明ということに

なると思うんですが、予防事業の対象者

の、二次予防事業の対象者の把握方法が

変更になり、その分歳出が減るというこ

とで、それに伴う国庫、府費が減額にな

るというものでございます。

　それから、地域介護・福祉空間整備交

付金、これにつきましては、施設整備に

ついての交付金ということで、平成２１

年度、平成２２年度にかけて小規模多機

能型の拠点を整備いたしました。それに

伴う交付金がございましたが、平成２３

年度につきまして計画上はあと１か所見

込んでおるんですけれども、何度か公募

させていただいてその中で今のところ応

募がないということで当初予算では計上

しておりません。ただ、今後も引き続き

公募等の形で事業主体を募集しまして、

もし平成２３年度中に整備の計画という

のが上がってきましたら、そのときに補

正ということでお願いしたいと考えてお

ります。

　それから、基金の状況ということでご

ざいますが、３年間の事業計画の期間の

中で財政を調整するということでござい

ますが、計画上は第４期では第３期の基

金残高約１億２，６００万円を全額取り

崩して保険料の軽減に充てるという計画

を立てておりまして、平成２１年度に約

２，５６６万円、平成２２年度に約４，

１６８万円、平成２３年度は約５，８９

５万円を取り崩すという計画といたしま

した。

　その後の推移でございますが、平成２

１年度につきましては、実際には、平成

２０年度決算で財源不足が出ました関係

で、余分に６５９万５，０００円を取り

崩しまして、逆に平成２２年度につきま

しては、平成２１年度の決算による余剰

金約３，４９５万円を積み立てておりま

す。ですので、数字上は平成２１年度末

で約２，８００万円ほどの黒字というこ

とになっております。

　平成２３年度につきましては、現時点

におきましては、平成２２年度の決算に

よる余剰金約２，５００万円が黒字にな

ろうと考えております。そういうことで

ございますので、平成２３年度末におい

ては、黒字ということで推移するものと

現時点では考えております。これにつき

ましては、第５期の事業計画の中で今期

と同様に保険料の軽減に活用できるもの

と考えております。

　ただし、平成２３年度の給付の伸び等

によっては、状況が変わるということも

あり得ます。

　それから、保険給付の中で、地域密着

型の保険給付が減額になっておるという

ことでございますが、これにつきまして

も当初３年計画の中でそれぞれの目ごと

の予算を計画的に立てておるんですが、

主な減額の理由としましては、小規模多

機能型の拠点というのが地域密着型のサー

ビスの一つに当たりまして、その整備が

計画どおりにいっていないということで

そこで見込んでいた給付がほかの居宅介

護サービス給付のほうに回っておると考

えております。

　それから、保険給付の中で介護予防サー

ビス等諸費、この部分が前年度と比べて

減となっておるというところでございま

すが、これはちょっと十分に分析はでき
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てないところではありますが、実態とし

まして要支援の方の認定が計画よりも少

なく、要介護の認定の方が多かったとい

うことで、全体としては認定者の数とい

うのはほぼ計画に近いといいますか、計

画よりも若干少ない形なんですが、特に

その中で要支援の方の数が少ないために

予防のほうの給付が少ないと。予算上は

その減額した分を介護のほうに回してい

るというような予算の計上になっており

ます。

○森内一蔵委員長　川口参事。

○川口地域福祉課参事　２６ページの介

護予防事業費の減額についてご説明をさ

せていただきます。

　１点目は二次予防事業費ということで

こちらのほう書かれているんですけれど

も、平成２２年度までは特定高齢者施策

ということで事業を実施していたもので

す。これにつきましては、平成２２年度

は今までは特定高齢者の把握については、

主に特定健診と同時に実施しております

基本チェックリストや生活機能検査を用

いて、特定高齢者を決定しなさいという

ことになっていたんですけれども、２２

年８月に地域支援事業の方の要綱の改正

がございまして、必ずしも特定高齢者、

今でいいますと二次予防事業の対象者の

決定に当たっては、基本チェックリスト

及び、合わせて実施してました生活機能

検査が必要ではないというふうに要綱の

改正がございまして、それを受けて、来

年度からは基本チェックリストのみの把

握で特定高齢者、二次予防事業の対象者

を把握するということにいたしましたの

で、従来２２年度まで、この把握のため

に保健センター等市内の医療機関に検査

を委託しておりました委託料について不

要となったために、減額となっておりま

す。

　なお、この対象者の把握については、

検査によらずとも基本チェックリストの

ほうを高齢者が集われる機会、ふれあい

サロンや、老人クラブの皆さんの方に広

く周知をさせていただいて募らせていた

だき、通所介護の予防事業、介護予防事

業の方につなげるということで、対応の

方は可能と考えております。

　２点目の、一次予防事業費の減額につ

いてですけれども、こちらは２２年度ま

で、一般高齢者施策という名称で事業実

施をしていたものですけれども、介護予

防普及啓発委託料という中に、街かどデ

イハウス、千里丘協立診療所のサロンが

あるんですけれども、そちらで介護予防

事業の実施ということで、運動機能の向

上、認知の予防、口腔ケアということで

それぞれ教室を実施していただいていま

す。これについては、対象者がある程度

限定された方に繰りかえし実施するとい

うようなことが危惧されましたので、ま

た、高齢者の方にそれぞれ運動だけでよ

いとか、認知予防だけでよいとか、その

ように対象者を決めて、教室の実施がで

きるものではございませんので、三つの

要素を取り入れました標準プログラムと

いうことで、対象者をできるだけ重複し

ないようにという形での通年実施という

ふうに方法を変えましたので、その分の

委託料の減額ということになっておりま

す。

○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　まず、対象者の把握の

話なんですけども、二次予防事業費の対

象者、特定高齢者ということなんですけ

ど、これをリストで確認することによっ

てどういう状態というか、把握がしやす

くなったのか、それともどうかというの

をお聞かせいただきたいと思います。街

かどデイハウスは繰り返しになるという
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ところで、プログラムを変えていくとい

うことなんですけれども。要するに、予

防が必要なお年寄りを摂津市全体でどの

ように捕まえていくかというところで、

工夫の点を聞かせていただきたいと思い

ます。それで、この介護予防という点で

は、先ほども要支援の方が減ってきてい

るというような話で、サービスずっと減っ

てきているわけなんですけれどもね。しっ

かり把握をして、サービスを提供して、

使える介護保険にしていかないかんと思っ

てるんですけれども。この度地震があり

まして、本当は１１日、介護予防給付、

次の年度からの介護給付外しの法案が出

る予定だったのが、国会がとまりました

から、どういうことになってるのかちょっ

とわからないんですけれども、この介護

予防も充実させていかないと給付外しと

いう話にもつながっていくのかなと思っ

てます。給付外しには、ぜひ反対してほ

しいと思います。これは要望にしておき

ます。介護予防についてもう少しお考え

を聞かせていただきたいと思います。

　それから、地域密着サービス、小規模

多機能型の整備が進んでいない。一般会

計の時も言いましたけども、介護の施設

の整備というのが求められてるんだと思

うんですけども、参酌標準というような

こと言われましたけども、そんなにこだ

わる必要は全然ないと思うんで。３７％

以下というような標準、おかしいと思う

んです。それをもっと整備していくよう

な考え方をしていっていただきたいと思

うんですけれども、整備基金もあるけれ

ども今回応募もゼロやったとかで、民間

とかに任せておいても、なかなか大変や

と思うんです。それでも、ぜひ、市のほ

うも使えるお金が、たくさんはないんで

しょうけれども、考えていただければな

と思いますので、これも要望で結構です。

　それから、基金の方には、先ほど言い

ましたように予定としては、ことし５，

８００万も使うということでしたけれど

も、結局３，０００万、前年度プラスと

か、２，８００万ことしも黒字かなとい

う話でした。この末で七、八千万残って

しまうん違うかなと、私は思うんですけ

れども、保険料改定にも影響もすると思

うんです。最終的に基金残高をどんなふ

うに見ておられるのか。そこをお聞かせ

いただきたいと思います。保険料がふえ

るのは、被保険者の増というところで理

解はするんです。基金のことと、介護予

防のことをもう少し聞かせていただきた

いと思います。

○森内一蔵委員長　山田参事。

○山田保健福祉部参事　まず、基金の推

移というか考え方について、答弁させて

いただきます。

　先ほどの説明の中でも、４期の取り崩

しの金額を申しました。これは基金を計

画どおり取り崩した上で、余剰金があれ

ば翌年度に積むということでございまし

て、取り崩さずに余った分もさらに積ん

でるということではないということを最

初に説明させていただきますが、そうい

う計画のもとで、２１年度末において計

画どおり今後も進んだとして約２，８０

０万円の黒字と。さらに、２２年度の黒

字を約２，５００万円あるということで

すので、そのまま、２３年度が計画通り

にいけば、その２，８００万と２，５０

０万、合わせて５，３００万ぐらいが最

終的な黒字になるのではないかと現段階

で見込んでおるというところです。

○森内一蔵委員長　川口参事。

○川口地域福祉課参事　特定高齢者の把

握ということにつきまして、把握がしや

すくなったかどうかという点ですけれど

も、従来でしたら生活機能評価と基本チェッ
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クリストというのは特定健診と同時実施

でしたので、特定健診に行けない方には、

そのようなチェックリストをお配りする

というようなことは実施していませんで

したし、また国はそういう生活機能検査

を受けた上で、特定高齢者ということを

決定して教室に案内するようにという流

れでしたので、その点が一点と、合わせ

て、もともと従来からそれだけでは参加

者の人数が大変少なかったものですので、

民生委員さんや包括の活動の中からこう

いう教室をお受けになられたほうがいい

なという方については、案内も行ってい

たという事実がございますので、今回の

改正については、むしろ各市町村の、少

なくとも摂津市の実態に合った形での改

正というふうに考えております。特定健

診や生活機能評価を受けなくとも、介護

予防教室に参加できるという点において

は、むしろ広く実際に必要な方にはお声

掛けができますし、お受けいただきやす

くなるんではないかと思っております。

　また、介護予防の事業についての工夫

点ということなんですけれども、このよ

うに通所型の介護予防事業ということで

市内全域から１か所に集まって、１２回

という回数の講座でしたら、やはり、そ

の１２回終わった後、なかなか継続して

実施するということが大変難しい現状に

あるかと思いますので、摂津市では、も

ともとから通所型の介護事業は各地域で

実施するということで、２３年度につい

てもこの通所型の介護予防の教室につい

ては保健センターとふれあいの里に、２

か所に事業委託はするんですけれども、

実際に開催していただく場所は、保健セ

ンターのほうには保健センターと、千里

丘地区と三宅地区、あるいはふれあいの

里のほうではふれあいの里と味生地区と

いうことで、地域に出て、その近くの方

がご参加いただいて、引き続いて自主グ

ループ化によって活動を継続していただ

くというような形で、介護予防講座への

参加だけにはとどまらず、継続的にそう

いう事業に取り組んでいただけるような

仕組みも兼ねた事業展開ということを念

頭に置いて、工夫をさせていただいてお

ります。

○森内一蔵委員長　山崎委員。

○山崎雅数委員　このまま推移すれば、

基金も５，０００万ほど残ると。これ、

介護保険料も高いんですけど、少なくと

も赤字ではないわけですから、保険料改

定の際には、再来年度になりますけれど

も、上げない、できれば下げていくとい

う形にしていただければと思います。要

望としておきます。

○森内一蔵委員長　ほかに質問ありませ

んか。

　本保委員。

○本保加津枝委員　２点、お尋ねをした

いと思います。

　ただいま、山崎委員からもいろいろご

質問がありましたので、重複する部分を

省きまして、２２ページですね、予算概

要１８８ページ、居宅介護住宅改修費給

付事業と、同じく介護予防住宅改修費給

付事業についてお尋ねをしたいと思いま

す。

　一応、利用対象者の見込みなどについ

てどのようにお考えであるのか、またど

ういった改修の内容がありましたのか、

概要で結構ですのでお聞かせいただきた

いと思います。

　介護予防事業費の一次予防事業費の、

概要の１９２ページの上の部分になりま

すけれども、予算書の２８ページになる

と思いますが、地域福祉課の介護予防の

普及啓発事業と同じく、介護保険課でも、

今回新規で介護保険の啓発事業が行われ
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ます。予算の中身が額的にちょっと違う

んですけれども、概要によれば介護予防

に関する普及啓発と、それから介護の日

のイベントの開催などによる介護保険制

度の啓発ということで、違うようにも見

えるんですけれども、この辺について中

身を少しお聞かせいただきたいと思いま

す。

○森内一蔵委員長　山田参事。

○山田保健福祉部参事　まず、住宅改修

の件でございますが、保険給付費の中の

居宅介護住宅改修費につきましては、要

介護の方、要介護１から５の方の住宅改

修。そして介護予防の住宅改修費につき

ましては、要支援１・２の方の住宅改修

ということなんですが、内容につきまし

ては、大きな住宅の改造ということでは

なくて、段差の解消とか、手すりの設置

という内容になっておりまして、一番よ

くあるのが、トイレとか浴室です。そこ

に、手すりを設置するというようなとこ

ろ。それから玄関の上がりかまち等に手

すりを設置して、出入りがしやすくなる

ように。あるいは、上がりかまちのとこ

ろを階段状に上りやすくするような台を

つくるというような工事も住宅改修に含

まれておりまして、よく使われるという

ことでございます。限度額がありまして、

２０万円を限度、簡単な工事ということ

でございます。

　件数につきましては、最近増加傾向に

あるということなんですが、例えば２１

年度で事業状況報告の年間の数字を見て

みますと、要支援１・２の方で利用され

た件数が９６件、要介護の方で２２６件

という数字になっておりまして。以前も

こういう答弁させていただいたかもしれ

ませんけれども、利用された方の評判を

聞いてといいますか、そういうようなこ

とで自分ところも手すりをというような

ご相談とか、それに伴う要介護認定の申

請というのも増加しているという傾向に

ございます。自立した生活を継続してい

ただく上で、効果のある事業というふう

には考えております。

　それから、啓発関係でございますが、

地域支援事業費の中で、新規ということ

で介護保険啓発事業ということで、介護

保険課からあげさせていただいてるのは、

「介護の日」というのが平成２０年に国

のほうで提唱されまして、大阪府や近隣

の市町村では、幾つかではですね、いろ

んな啓発イベントを実施しておりまして、

今回摂津市におきましてもちょうど協働

という新総合計画のテーマでもございま

すので、介護保険の事業者連絡会の方々

とか、介護者家族の会の方々と共同で、

何か啓発のイベント的なことができない

かなということを投げかけておりまして、

１１月１１日が「介護の日」なんですが、

その前後に事業を考えております。同じ

く、地域支援事業費の中の介護予防普及

啓発事業につきましては、これはもとも

と１８年度から介護予防ということが始

まりまして、その詳しい中身につきまし

ては、また川口参事のほうから答弁させ

ていただきます。

○森内一蔵委員長　川口参事。

○川口地域福祉課参事　それでは、地域

福祉課で実施しております介護予防普及

啓発事業ですけれども、これについては、

従来から例年実施という形で太極拳で転

倒予防ということで太極拳の体操といい

ますか実技を新しい方を対象に実施した

り、介護予防とリピート山中コンサート、

そういう健康づくりの意識を普及啓発す

るというコンサートの実施や、あとは各

公民館等で実施する介護予防講座、認知

症ですとか寝たきりですとか、そういう

一般的な介護予防、そういう講座につい
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ての普及啓発活動に係る費用ということ

で、こちらのほうでは計上させていただ

いております。

○森内一蔵委員長　本保委員。

○本保加津枝委員　この介護住宅の改修

費の点につきましては、先ほどもご答弁

の中にありましたように増加傾向にある

ということと、実際に工事とも言えない、

２０万の予算ですから。ですけれども、

小さな段差、手すりとか、浴室とかトイ

レの捕まるための棒の設置ですね、それ

と玄関の上がりかまちの段差解消等々で

すね。工事的には非常に小さなものだと

思うんですけれども。これにつきまして

は、本当に便利なものであるということ

も理解できておりますし、やはり、口コ

ミで広がっていって、利用者もふえてい

るんだろうというふうには感じますけれ

ども、これにつきましては費用が現状で

は２０万と上限が定められてますけれど

も、予算の範囲内で、市民の方の要望と

しましては、介護の保険料を納付してい

ると、自分自身も。ただ、介護認定を要

介護・要支援ともに受けることができな

いんだけれども、やはり段差の解消もし

たい、浴室とかトイレなんかの手すりも

つけたいとかいう場合には、その認定を、

当然ですけれども現状の法律がそうなっ

ているんですけれども、利用することが

できないと。できたら使うことができな

いかなというふうなご意見を聞きます。

確かに、保険料を納付してるということ

は、共助の考え方から当然だと認識をし

ておられるんですけれども、国の施策で

法改正しないと無理な観点なんですけれ

ども、本市として何らかの形で、以前も

本会議で一般質問させていただきました

けれども、少しでも使えるようにすると

か、助成できるような方法というものが

ないものかどうかというふうに、その時

もそういったことが対象になっている方

以外は使えないというお返事だったので、

その辺のことについては承知をしている

んですけれども、これからも、今認識し

ていただいてますように増加傾向にあり

まして、自分一人ではどうしようもない

と言った方も多いですし、ここに手すり

を一つつけていただけることで、随分楽

になるということは、イコール介護予防

に直結ということで、介護予防の施策の

充実という観点から、本市独自のそういっ

た対応というのができないのかどうか。

お聞かせいただきたいと思います。

　あと、お答えをいただきました地域福

祉課でされている内容と、これから介護

保険課で新規で実施されていかれる啓発

事業については中身は違うというご答弁

だったと思うんですけれども、課が違う

から、全く違うことをやっていくという

のは一つ無駄、今現状、本市が目指して

いる行財政改革と整合性が取れないので

はないかなというふうにも思いますし、

新規事業として立ち上げたので、予算も

そんなに大きくないという観点から、こ

れから検討していきたい、勘案中である

というご答弁をいただいたと思うんです

けれども、先のことを考えて、課が２課

にわたっているとはいえ、連携して種々

のいろんな施策の観点で市民相談なんか

には連携して対応していただいている、

今、柔軟な姿勢で臨んでいただいている

ことは十分承知しておりますし、評価も

してるんです。こういった課を分けて何

か行事をしていく、今後どういった方向

へ帰結していかれるのか。その観点につ

いて、これは介護保険課のほうでもう一

度お聞かせいただきたいなと思います。

　地域福祉課の行事の介護予防に関する

普及啓発事業については、よく理解をし

ております。こちらのほうにつきまして
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は、要望といたしましてすそ野をひろげ

ていくということが段々難しくなってく

ると思いますので、対象者、しっかりと

普及活動の中でふやしていくといいます

か、人材も育成していっていただくとい

う方向でご検討いただければなと思いま

すので、よろしくお願いいたします。

○森内一蔵委員長　山田参事。

○山田保健福祉部参事　まず、住宅改修

についてでございますが、保険給付とい

うことになりますと、どうしても制度上

要介護認定を受けた方しか対象にならな

いと、できないということでございまし

て、市独自にというご要望・ご意見かと

思うんですけれども、現状の住宅改造の

助成事業につきましても一定、認定が一

つの条件になってくるということですの

で、現状では将来的に必要とか、要支援

までいかないけれども、あれば助かると

いうところまでの助成は難しいのかなと

いうふうに思いますが、２３年度かがや

きプランの改定のための時期になってお

りますので、実態の調査とかもさせてい

ただきますし、いろんな委員さんから、

あるいは市民の方からの声も聞く中で、

今後の介護福祉のサービスの体系につい

て、一定整理していく中でこういった議

論も出てくるのかなというふうに考えて

おります。

　それから、啓発事業の課をまたがって

の連携ということなんですが、機構改革

の中でこの介護、あるいは高齢の部分に

ついては、高齢介護課ということで一本

化されるということですので、当然、一

つの課になってくるという中で、介護予

防については予防ということを目的とし

た普及啓発ということで、こちらの新規

事業につきましてはもう少し広く、介護

保険制度全般の啓発でありますとか、例

えば来年度テーマにしております認知症

の方々への支援に絞ってとか、いろんな

切り口で、予防以外の切り口でですね、

啓発ができるのではないかなということ

で、年度替わってからになるんですけれ

ども、具体にどういうことを重点にやっ

ていくかということを検討しながら、秋

の事業実施に向けて取り組みたいと考え

ておりますので。当然、高齢、介護とい

う連携、一つの目的のもとで実施したい

と考えております。

○森内一蔵委員長　本保委員。

○本保加津枝委員　介護の予防のための

住宅改修費という観点から、現状では無

理だというのも十分承知しておりますの

で、市独自というと、また、副市長のほ

うから前回もなかなか予算も厳しい中で、

何もかもができないというふうにおっしゃっ

ておられましたし、十分、財政的な厳し

い状況というのは私のほうも理解をして

おりますけれども、例えば、かがやきプ

ランのほうで検討していきたいと、今、

ご答弁いただきましたのでそれでしたら、

一人暮らしの方もかなりふえてきている

と、高齢化も進んでいるということはご

承知だと思うんですけれども、手すりを

つけたいけれども、あるいは段差を何と

かしたいけれども、買いにいけない。そ

れで、頼める人も少ないというような状

況の方に対して、高齢者のひとり暮らし

だけでなく、そういった方に対して金銭

的な面の支援だけではなくて、購入をし

てあげて、要望があれば、実費でも取り

つけの作業をしてあげるとか。購入して

来て、そのものを取りつけしてあげると

か。下調べに行って、あったものを購入

してきて取りつけてあげるとかですね。

そういった形の工夫も一つの提案として

おきたいなというふうに思います。その

時間帯、結局その職員の方の手間ですと

か、実費とかいろんなことがあると思う
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んですけども、それを地域の皆さんとコ

ミュニケーションをとる中で、今回市政

方針にもありましたように協働していく

という中で力を借りると、地域の皆さん

に力を借りていく方向も一つ考えること

ができると思いますし、職員の方と市民

の皆さんとで連携をとって、そういった

施策をしっかり充実できるような方向に

持っていくとか。お金を使わなくてもで

きる方向もしっかりと考えて、マンパワー

も使ってということで、ぜひ、そういっ

た方に対しても助けの手をしっかりと伸

ばしてあげることができますようにして

いただきたいなというふうに、要望して

おきたいと思います。

　あともう１点ですけれども、施策が新

しく啓発事業また普及啓発事業とかいう

ものに加えて新規にできたりとか、何と

か計画とか、プラン策定とかということ

になりますと、費用がいっても中身がな

かなか見えないと。財政的に非常に切り

詰めていかないといけないんですという

反面、小さな金額でずっと積もっていっ

たものが集まったら大きな金額になると

いうところには、なかなか目が行ってい

ないような気がするときもありますので。

こういった事業に対してでも、わずかの

金額であったとしてもスタートしてゆっ

くり考えますというのではなくて、事前

にある程度こういった方向性、今、認知

症などの具体的な、とおっしゃいました

けれども、昨年も認知症等については講

座も開いておられますし、これからさら

に認知症を踏まえて、もっと何かするべ

きことがあるのではないか。啓発しなけ

ればいけないことがあるんじゃないか等

をしっかり見据えた上で、こういった協

議会、連絡会なんかをとっていただけれ

ばなというふうに思います。半年、ゆっ

くり考えて、秋からやるんです、みたい

な状況ではないんですけれども、そういっ

たお答えのようにも取れかねないので、

そこはしっかりと中身を詰めていってい

ますという現状を披歴していただけるよ

うな形でこういったものを開催していた

だかないと、参加していただいた方もど

んなふうに取り組んでええのかわからな

いというようなことになり兼ねないです

ので、そこは行政としてしっかりとした

態度で臨んでいただきたいなと思います。

　これから、介護関係というのが非常に

高齢者が増加してくる中で、役割を持た

なければならない部門だと思いますので、

取り組みについても大変だと思うんです

けれども、皆さんで知恵を出し合って、

しっかりと、また市民の力も借りるよう

な形で運営もしていかなければならなく

なってくると思いますので、この点につ

いてどうぞよろしくお願いします。

○森内一蔵委員長　暫時休憩します。

（午後３時　１分　休憩）

（午後３時３０分　再開）

○森内一蔵委員長　再開します。

　質疑を続けます。

　弘委員。

○弘豊委員　私からも極力重ならないよ

うに、幾つか質問させていただきたいと

思います。

　まず、予算概要１８６ページ、要介護

認定調査事業というところです。これは、

昨年も補正予算が組まれて、認定調査の

手数料が随分増額したというふうになり

ましたが、新年度の予算の中ではさらに

ふえているというふうに理解しています。

この認定調査の関わりでいいましたら、

昨年の委員会後、どういうふうな状況に

なっているのかというようなことを、ま

た見通しについてお考えのところありま

したら、お聞かせいただきたいと思いま

す。
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　次に、概要の１９２ページです。介護

保険啓発事業ということで、先ほど本保

委員からも質問ありましたけれども、介

護の日のイベントをされるというような

ことでの予算計上がされておりますが、

このイベントの中身ですね、具体的にお

考えのところありましたら、お聞きした

いと思います。

　次に、予算書のほうを全体見ましてな

んですけれども、歳出で、多くのところ

で財源内訳が大きく変わっているのかな

というふうに見ています。例えば、先ほ

ども少し議論でありました介護予防サー

ビスに係る給付費です。２４ページになっ

てますけれども、款２の保険給付費、項

２で介護予防サービス等諸費、この各項

目に当たって昨年でありましたら国府の

支出金の、その他財源というところであ

がっていた金額はすべてゼロになって、

全部が一般財源になっています。また、

前のページの介護サービスのほうでも、

目４の居宅介護福祉用具購入費、それか

ら居宅介護住宅改修費、ここのところの

目は国府の支出金などは消えて、その他

財源。これは保険の財源でやっていくの

かなというふうに取れます。また、同じ

ように２８ページの款３、地域支援事業

費の中、項２、包括的支援事業・任意事

業費、この任意地域支援事業費のところ

になりましたら、ここも国府支出金はな

くなっていたりというふうなことで、前

年と本年の比較の部分は説明がありまし

たけれども、この財源等の内訳のところ

について、どういうふうな変化で、また、

影響がどうなのかというようなことを聞

かせていただきたいと思います。

　最後に、もう１点なんですけれども、

新年度から機構改革で、介護保険課、そ

れから地域福祉課の高齢の部分で、高齢

介護課へというようなことを、先ほどご

説明にもありましたが、予算書の中を見

てましたら、いろいろと報償費の部分な

んかでは括弧して、地域福祉課の部分、

介護保険課の部分というようなことで書

かれています。これまでの予算との比較

する上では、こういう書き方が正しいの

かなというふうに思ったんですけれども、

いわゆる、今後こういう区切りというよ

うなことが取り払われるというふうにも

思ってるわけなんですけれども、今後の、

その課が統合した後の見通しを少しお聞

かせいただけたらなと思っております。

○森内一蔵委員長　山田参事。

○山田保健福祉部参事　まず、要介護認

定の調査ということでございますが、調

査に限らず、要介護認定全般の傾向とい

うことで、調査を含めて審査会の状況と

いうことでご説明をさせていただきます。

　まず、決算の委員会の時にもお話しま

したように、ここ数年は月平均、要介護

認定の申請が２２０から２３０件という

ことで推移しておったんですが、２２年

度の春先ぐらいからですね、件数がふえ

ておりまして、若干数字を述べさせても

らいますと、昨年２２年４月に２３９件

の申請だったものが５月には２６８件、

６月には２７７件、７月には２９６件、

８月は若干少なくなりまして２５２件で

したが、９月には初めて３００件を超え

て３０２件、その後１０月には２７６件、

１１月に２８９件、１２月に２５６件、

１月に２６３件、２月は日数が少ないと

いう影響があるのでしょうが２１６件と

いうことで、若干落ちつきは見せておる

んですが、全体としてここ数年よりも急

に申請がふえたという状況になっており

ます。理由はいろいろとあるとは思うん

ですが、所在不明の方が全国でたくさん

あったということで、そういうことを契

機に掘り起こすといいますか、高齢者の
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問題、関心を持たれて、その中で介護認

定ということが出てきたということとか、

それから医療機関からの勧めが最近ふえ

ておる。それから、先ほどもお答えしま

したように、住宅改修費の部分が伸びて

おるといったことで件数がふえておるの

かなと。それと、後期高齢といいますか、

７５歳以上に新たになられた方が、ここ

のところふえておるというようなことも

理由の一つかなと考えております。これ

は摂津市だけじゃなくて全国的にもそう

ですし、近隣各市に照会したところ、や

はり同様に、最近になって申請がふえて

おると聞いております。そういった中で、

２３年度予算では、１か月平均３００件、

年間３，６００件の要介護認定の申請が

あるものと想定して認定調査であります

とか、審査会の予算を計上させていただ

きました。

　その中で、調査につきましても保健セ

ンターで基本的には委託して、実施して

おるんですが、それ以外にも民間の居宅

介護支援事業所のほうにも一部を委託し

ていくとか、審査会の運営につきまして

も、開催の回数を若干ふやしたり、１回

当たりの審査件数を増やしたりというよ

うなことで対応をさせていただきますと

ともに、事務局のチェック体制といいま

すか、書類の確認を、質を落とさないと

いいますか、充実させるために専門職の

臨時職員の雇用といったこともという対

応も予算として計上させていただいてま

す。

　それから、啓発イベントにつきまして

は、先ほどもご質問がございましたけれ

ども、現時点の状況でいいますと、一つ

に認知症の支援のプロジェクトというこ

とで、市と事業者連絡会、介護者家族の

会、社会福祉協議会と、プロジェクト的

に検討を進めておる中で、具体的にはモ

デル的にボランティアの育成ということ

もやっているんですが、そういった会の

中でこのイベントについても具体的に考

えていこうというようなことで、投げか

けはしております。それで、詳細につい

ては、まだこれからという部分も多いん

ですけれども、具体的には講師を招いて

の講演会でありますとか、そのイベント

の中で認知症のサポーターの養成をする

とか。それから、市内の事業所のＰＲで

ありますとか、福祉用具の展示などがで

きればなと考えております。

　それから、財源内訳が昨年度と大きく

変わったということですが、これにつき

ましては技術的といいますか、予算組み

の事務的なことでございますが、もとも

と、例えば保険給付費につきましては、

いわゆる施設関連が、法定割合が決まっ

ておりまして、法定割合は第１号の保険

料が２０％と、いわゆる第２号被保険者

分の保険料が財源になる支払基金からの

交付金が３０％、それから市が１２．５

％、大阪府が施設分が１７．５％、残り

が国ということで２０％です。居宅分に

つきましては府と国の割合が異なってま

して、府が１２．５％、国が２５％にな

るかと思います。若干、国の持ち分につ

きましては調整交付金で本市の場合は減

額された分が保険料のほうに乗ってくる

というような法定割合でございます。

　それから、地域支援事業費につきまし

ては、予防と予防以外について法定割合

がそれぞれ異なっておりまして、予防事

業につきましては国が２５％、府が１２．

５％、市が１２．５％。同様に第１号被

保険者の保険料が２０％で、２号分の支

払基金の交付金が３０％。

　それから、同じく地域支援事業の残り

の部分、包括的支援事業と任意事業につ

きましては、国が４０％、大阪府が２０
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％、市が２０％、１号の保険料が２０％、

２号分はなしと。こういう法定割合になっ

ております。その第１号被保険者の保険

料部分の一部が準備基金を財源としてお

るということなんですが、実は予算組み

に当たりまして、昨年度につきましては

それぞれの目ごとに、今言いました法定

割合を掛けまして、千円単位で端数が出

ますので、そこで端数の調整をして財源

振り分けをしておったんですが、今回の

予算組みに当たりましては保険給付費は

保険給付費全体で、トータルで今の法定

割合を掛けまして、大きなところから順

番に振り分けていって残りを残った財源

に振り分けると。ちょっと説明がうまく

できませんけれども、目ごとに法定割合

を掛けたんではなくて、款全体で、保険

給付費全体で法定割合を掛けて財源を埋

めていったというような予算組みをさせ

ていただきました。同様に地域支援事業

費につきましても、予防については予防

全体で法定割合を掛けまして、残りの包

括的支援事業と任意事業費についても全

体で法定割合を掛けまして、その中身に

つきましては按分というような形で財源

を振り分けたもので、款全体としての財

源が変わったというものではございませ

ん。あくまで事務的に処理を簡素化させ

ていただいたということでございます。

　それから、機構改革に伴います見通し

ということなんですが、これは当然、今

までの高齢福祉部門と介護保険の部門、

一緒にあるわけですからいろんな事業を

実施するに当たっては一つの組織として

取り組んでいくという方向で考えており

ます。

○森内一蔵委員長　弘委員。

○弘豊委員　今ご説明いただきました財

源内訳の部分なんですけれども、事務的

なテクニックで簡素化をしたというよう

なことでのご説明ですけれども、理由と

してはそれだけなんですかね。やっぱり

予算を見た時に前年との変化というよう

な面で、この事業には国府支出金がつか

なくなったのかなというふうに見てとれ

るんですけれども、簡素化だけという理

由でしたら、なかなか理解というか納得

しづらいなというふうに思っておるわけ

ですけれども。もう一度、その辺ご答弁

いただけたらありがたいです。

　あと、要介護認定の調査事業に関わっ

てですが、この点につきましては摂津だ

けの傾向ではなくて他市も含めて、この

間、認定を受けられる方がふえたという

ふうな状況ですね。昨年の決算の委員会

の時には、その辺もよくわからないとい

うふうなことだったかと思うんですけれ

ども、引き続き分析は行っていただきた

いなと思っています。また、本保委員の

質問に対するお答えの時に、要支援の方

の認定者数は減っているような、そんな

ことも言っておられたかと思うんですけ

れども、その辺の状況はそれで正しいん

でしょうか。もう一度お伺いしたいと思

います。

　あと、介護保険啓発事業の介護の日で

すね。このイベント、これから、さまざ

まボランティアの方などにも投げかけも

しながら鋭意中身を練っていくというふ

うなことになってくるかと思うんですけ

れども、どういうことを啓発していこう

というふうに思っているのか、その辺の

ねらいを明確にしておく必要があるのか

なというふうにも思ったんで、質問に上

げさせてもらいました。介護の日、１１

月１１日ですか、厚労省でそういうふう

に定めて、おととしそういうふうに発表

されたと聞いてます。その中で、介護の

日を決める段階、また名称も含めてパブ

リックコメントがとられているというこ
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とで、厚労省のホームページを見てまし

たら、そういった文面を目にしました。

その際に寄せられた声ですね。肯定的に

とられている方、また否定的な意見も含

めてコメントが寄せられていまして、一

部紹介しましたら、「制定によって、国

民全体の注目が集まり、心ある介護や理

解へつなげていきたい」、こういう声や、

また「制定は、私たち福祉で働く人が自

分自身を振り返る意味でも大切だと思い

ます」という、こういう意見。また「目

的や制定後に何が変わるのかを示してく

れないと制定には賛同できません」とい

うふうな声。また「介護を普及させたい

のであれば、日を決めるだけで終わらな

いことを期待します」と、こういうふう

なことも寄せられていて、それぞれの意

見が本当にそうだなというふうにも、私

も見て感じたんですけれども。この間、

保険制度が始まって１０年が経過して、

なかなか市民の方からも、思うように望

んだ介護が受けられる体制になってない

んじゃないかというふうな声も聞いてい

ます。また、基盤整備の面でも、基盤整

備を進めれば、それだけサービスがふえ

ていけば、今度は保険料が上がってくる

のかなと、そういう仕組み自体の矛盾も

あるなというふうに感じているわけなん

ですけれども、そうした中で、介護の制

度そのものが問われている今の情勢の中

で、啓発ということの中身をどう考えら

れているのか、そのところを担当課のご

意見を、もう一度聞きたいと思っており

ます。

○森内一蔵委員長　山田参事。

○山田保健福祉部参事　まず、財源の内

訳・振り分けにつきましては、どうある

べきかということで財政方とも調整をさ

せていただきたいと思います。

　それから、要支援の方の人数が減って

いるのかということで、先ほどの答弁が

誤解があったのかもしれませんが、計画

してた数字と比べて少なかったというこ

とで、減少しているということではござ

いません。例えば、かがやきプランの中

で、平成２２年度、これは毎年９月末時

点の要介護認定者数の推挙をしてるんで

すけれども、トータルで、支援１と要支

援２の方の合計が、推計では７３７人と

見込んでたものが、実績では２２年９月

で６６９人というようなことで若干少な

いというような、こういう傾向が続いて

いる中で予防給付というのが思ったより

も少ないというようなことでございます。

　それから、「介護の日」のイベントの

ねらいということでございますが、厚生

労働省のほうの「介護の日」の制定の趣

旨ということで、それを踏まえてのご質

問かと思うんですが。「介護について理

解と認識を深め、介護従事者、介護サー

ビスの利用者及び介護家族を支援すると

ともに利用者、家族、介護従事者それら

を取り巻く地域社会における支え合いや

交流を促進する観点から、高齢者や障害

者等に対する介護に関し、国民の啓発を

重点的に実施するための日」ということ

で、１１月１１日、「いいひ、いいひ、

毎日あったか介護ありがとう」というキャッ

チフレーズで制定されたということでご

ざいまして、特に本市の場合、事業者連

絡会の活動といいますか連携というのも、

比較的小さな自治体でございますので、

そういった活動との連携というのも図っ

ていく中で、一緒に、何か「介護の日」

の啓発ができないかなという発想で予算

計上しております。そういうことと合わ

せて、介護保険始まって１０年以上が経

過してるんですけれども、例えば６５歳

になりたての方とか、あるいは初めて要

介護認定受けようとされる方から、いろ
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んな問い合わせとか疑問とかあるんです

けれども、日々業務の中で、なかなか介

護保険の制度について理解を得られてい

ない部分もあるんじゃないかなというふ

うにも感じているところですので。当然、

「介護の日」にこだわらず常時啓発活動

というのは必要な部分ではあるんですけ

れども、一つのきっかけにしていきたい

なというふうに考えております。

○森内一蔵委員長　弘委員。

○弘豊委員　わかりました。

　財源内訳の問題のところで、私も気に

なったのが、山崎委員の質問の中でもあ

りました介護保険の今後の改定案ですね。

これが１１日には閣議決定されたようで

すね。新聞の切り抜き、今、持って確認

もしてたんですけれども、その中身を見

た時には要介護認定の中の要支援の部分

に対する国の責任みたいなのが切り下げ

られる、そういう中身にもなってて、こ

れ閣議決定で、国会のほうストップして

ますから、それが今後どう進展していく

のか見ていかないといけないと思ってる

んですけれども。市のほうでは、既に通

達なんかがあって、それの先取りなのか

なと、そんな懸念もして質問の中に上げ

させてもらった経過もあります。本来、

要支援も認定された方に対しては保険給

付としての訪問や種々介護のサービスを

受ける権利があるというようなことなわ

けです。それを市町村で、その判断で給

付の対象から外すみたいな、そういうこ

ともあり得るような、また、総合事業と

いうような形で介護予防や日常生活に関

わるそういったサービスが、空気が変わっ

ていくみたいな、そういうようなことも

今回の閣議決定の中にあるのかなという

ふうに認識してるんですけれども。今、

本当に限られた保険財政の枠内でどれだ

け介護、重い介護が必要な人たちに重点

にお金を使っていく、そして要支援のほ

うが削られると、そういうふうなことに

なってしまってはいけないなというふう

にも思っております。抜本的には制度の

枠組みのところをきちんと手当をしてい

くような、そういう改定がなされないと

いけないと思ってる中での今回の政府の

閣議決定に対しては、大いに異議も唱え

ていく必要があるのかなというふうに思っ

ております。この点についても、一度認

識をお聞かせいただけないかなと思いま

す。

　それから、介護の日のイベントに関わっ

ては、おっしゃるとおり、ぜひ事業所連

絡会の方とも連携もとっていただいて、

啓発のいい取り組みを行っていただきた

いなと思ってます。

　障害者福祉に関わっても１２月９日の

障害者の日のそういう制定から、毎年毎

年継続的に取り組んでいる中で、広がっ

ていくようなそういうことも実際あった

かというふうにも思います。ぜひ、こう

いった場も利用してさまざまな施策を前

向きに動かしていく力にもしていってい

ただけたらなと思います。

　あと、要介護認定の調査事業に関わり

ましても、まだまだ１年間の動向として

はどうなっていくのかなというようなこ

と、あるかもしれませんけれども、また

その都度わかったこととかありましたら

お聞きしたいと思っております。これは

要望で結構です。

　以上、１点だけお答えいただけますか。

○森内一蔵委員長　山田参事。

○山田保健福祉部参事　要支援が切り下

げられていくような国の方向性があるん

じゃないかという中で、本市の予算組み

との関連ですが、まず、来年度の予算組

みにつきましてはご説明してますように、

３年間の給付の予算枠を確保する中で、
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その中で実績によって要介護の部分と予

防の部分とを、実績から振り分けていっ

たということと、なおかつ国庫、府費、

市費、保険料等の振り分けについても総

枠で法定割合を振り分ける中で、個々の

目については事務的に按分させていただ

いたということでご理解お願いしたいと

思います。今後、どういうふうに推移し

ていくのか、あるいは考えてるのかとい

うことにつきましては、今の時点で国の

ほうが言っておりますのは、要支援の方

への予防の給付と市町村が実施している

福祉サービス、生活支援サービスという

ような言い方で国は最近言ってますが、

その二つをそれぞれの自治体の判断、実

情に応じて組み合わせながら、要支援の

方については切れ目のないサービスを提

供するようにということが打ち出されて

おります。その生活支援サービスの財源

については、これもそれぞれの自治体の

実情に応じて地域支援事業費の中で、保

険財政の中でやるのか、それから保険外

の市独自の財源でやるのか、その辺もそ

れぞれの自治体の実情に応じてというよ

うな言い方を示しております。この枠組

みについては、第５期の事業計画、２４

年度からの枠組みということでございま

すので、これについても２３年度中かが

やきプランの第５期の計画の策定の中で、

十分検討していく問題だと考えておりま

す。

○森内一蔵委員長　弘委員。

○弘豊委員　今、見解もお聞かせしてい

ただきました。要支援に関わる今後の状

況を見ましても、まだまだ不透明な部分

が多いのかなというふうにも認識してる

んですけれども、介護予防事業としてこ

れまでやっている事業も、やっぱり大事

な事業だと思ってますし、多くの市民の

皆さんが元気な、介護を受けずに長生き

したいというようなことで、総合計画の

議論の中でもおっしゃってます。介護給

付がどんどんふえていく傾向にあります

けれども、予防していくということが大

事ということで、力を入れて取り組まれ

てきているというふうにも認識していま

す。ぜひ、そういった取り組みについて

は、幅を狭めるようなことにならないよ

うに、引き続き取り組みを強化していっ

ていただきたいなということを要望して、

私からは終わらせていただきます。

○森内一蔵委員長　ほかに。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森内一蔵委員長　ないようですので、

質疑を終わります。

　暫時休憩します。

（午後４時６分　休憩）

（午後４時８分　再開）

○森内一蔵委員長　再開します。

　討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○森内一蔵委員長　討論なしということ

で、討論を終わり、採決します。

　議案第１号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　次に、議案第３号について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第６号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定
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しました。

　議案第７号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第８号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第９号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第１１号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第１２号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第１７号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第２０号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第２４号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第２６号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第２７号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○森内一蔵委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　これをもって、本委員会を閉会します。

（午後４時１１分　閉会）

委員会条例第２９条第１項の規定により

署名する。

民生常任委員長 森 内 一 蔵

民生常任委員  本 保 加 津 枝
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